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有価証券上場規程の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

 （第５編における定義） （第５編における定義） 

第１００１条 この編において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

第１００１条 この編において、次の各号に掲げ

る用語の意義は、当該各号に定めるところによ

る。 

 （１）～（１２） （略） （１）～（１２） （略） 

 （１２）の２ 指標連動型ＥＴＦ 内国指標連

動型ＥＴＦ、外国ＥＴＦ、外国ＥＴＦ信託受

益証券、内国商品現物型ＥＴＦ、外国商品現

物型ＥＴＦ及び外国商品現物型ＥＴＦ信託受

益証券をいう。 

（新設） 

（１３） 指標連動有価証券等組入型ＥＴＦ 

特定の指標に連動する投資成果を目的として

発行された有価証券又は締結された特定の者

との契約に係る権利を投資信託財産等に組み

入れたＥＴＦをいう。 

（１３） 指標連動有価証券等組入型ＥＴＦ 

特定の指標に連動する投資成果を目的として

発行された有価証券又は締結された特定の者

との契約に係る権利を投資信託財産等に組み

入れることによって、特定の指標に連動する

ことを目的とするＥＴＦをいう。 

 （１４）～（１９） （略）  （１４）～（１９） （略） 

 （１９）の２ 上場指標連動型ＥＴＦ 当取引

所に上場している指標連動型ＥＴＦをいう。 

 （新設） 

（２０） （略） （２０） （略） 

 （２０）の２ 上場内国アクティブ運用型ＥＴ

Ｆ 当取引所に上場している内国アクティブ

運用型ＥＴＦをいう。 

 （新設） 

（２１） （略） （２１） （略） 

 （２１）の２ 上場内国指標連動型ＥＴＦ 当

取引所に上場している内国指標連動型ＥＴＦ

をいう。 

 （新設） 

 （２２）～（２９） （略）  （２２）～（２９） （略） 

（２９）の２ 内国アクティブ運用型ＥＴＦ 

法第２条第１項第１０号に規定する投資信託

の受益証券であって、投資信託財産等を主と

して有価証券、デリバティブ取引に係る権利

又は商品投資等取引に係る権利に対する投資

として運用することを目的とする投資信託に

係るもののうち、投資信託財産等の一口あた

りの純資産額の変動率を一致させるべき特定

の指標が存在しない投資信託に係るものをい

う。 

（新設） 

（３０） 内国ＥＴＦ 内国指標連動型ＥＴＦ

及び内国アクティブ運用型ＥＴＦをいう。 

（３０） 内国ＥＴＦ 法第２条第１項第１０

号に規定する投資信託の受益証券であって、

投資信託財産等の一口あたりの純資産額の変
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動率を特定の指標の変動率に一致させるよう

運用する投資信託に係るものをいう。 

（３０）の２ 内国指標連動型ＥＴＦ 法第２

条第１項第１０号に規定する投資信託の受益

証券であって、投資信託財産等を主として有

価証券、デリバティブ取引に係る権利、商品

又は商品投資等取引に係る権利に対する投資

として運用することを目的とする投資信託に

係るもののうち、投資信託財産等の一口あた

りの純資産額の変動率を特定の指標の変動率

に一致させるよう運用する投資信託に係るも

のをいう。 

（新設） 

（３１） （略） （３１） （略） 

  

（ＥＴＦの新規上場申請） （ＥＴＦの新規上場申請） 

第１１０１条 （略） 第１１０１条 （略） 

２ （略） ２ （略） 

３ 新規上場申請に係るＥＴＦの審査は、新規上

場申請に係るＥＴＦが指標連動型ＥＴＦである

場合にあっては第１１０４条の規定、新規上場

申請に係るＥＴＦが内国アクティブ運用型ＥＴ

Ｆである場合にあっては第１１０４条の２の規

定によるものとする。 

３ 新規上場申請に係るＥＴＦの審査は、第１１

０４条の規定によるものとする。 

  

（適格指標の指定） （適格指標の指定） 

第１１０２条の２ 当取引所は、新規上場申請に

係る指標連動型ＥＴＦの上場を承認した場合に

は、当該指標連動型ＥＴＦに係る指標を第１１

０４条第１項第２号ｄ（同条第２項第１号、同

条第３項第１号、同条第４項第１号、同条第５

項第１号又は同条第６項の規定による場合を含

む。）に定める要件を満たす指標として指定す

る。 

第１１０２条の２ 当取引所は、新規上場申請に

係るＥＴＦの上場を承認した場合には、当該Ｅ

ＴＦに係る指標を第１１０４条第１項第２号ｄ

（同条第２項第１号、同条第３項第１号、同条

第４項第１号、同条第５項第１号又は同条第６

項の規定による場合を含む。）に定める要件を

満たす指標として指定する。 

２ 当取引所は、上場指標連動型ＥＴＦに係る指

標が新たな指標へ変更される場合であって、

上場廃止基準に該当しないときは、当該上場

指標連動型ＥＴＦに係る変更後の指標を第１

１０４条第１項第２号ｄ（同条第２項第１

号、同条第３項第１号、同条第４項第１号、

同条第５項第１号又は同条第６項の規定によ

る場合を含む。）に定める要件を満たす指標

として指定する。 

２ 当取引所は、上場ＥＴＦに係る指標が新たな

指標へ変更される場合であって、上場廃止基

準に該当しないときは、当該上場ＥＴＦに係

る変更後の指標を第１１０４条第１項第２号

ｄ（同条第２項第１号、同条第３項第１号、

同条第４項第１号、同条第５項第１号又は同

条第６項の規定による場合を含む。）に定め

る要件を満たす指標として指定する。 

  

（新規上場申請に係る提出書類等） （新規上場申請に係る提出書類等） 

第１１０３条 （略） 第１１０３条 （略） 
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２ 前項に規定する「有価証券新規上場申請書」

には、次の各号に掲げるＥＴＦの区分に従い、

当該各号に定める書類を添付するものとする。 

２ 前項に規定する「有価証券新規上場申請書」

には、施行規則で定める書類を添付するものと

する。 

 （１） 指標連動型ＥＴＦ 

施行規則で定める書類 

（新設） 

（２） 内国アクティブ運用型ＥＴＦ 

当取引所所定の「内国アクティブ運用型Ｅ

ＴＦの商品特性及び管理会社の運用体制等に

関する報告書」その他の施行規則で定める書

類 

（新設） 

 

３～６ （略） ３～６ （略） 

  

 （指標連動型ＥＴＦの上場審査基準）  （上場審査基準） 

第１１０４条 内国指標連動型ＥＴＦの上場審査

については、次の各号に掲げる基準によるもの

とする。この場合における第２号ｄ及びｄの４

の審査に関して必要な事項は、上場審査等に関

するガイドラインをもって定める。 

第１１０４条 内国ＥＴＦの上場審査について

は、次の各号に掲げる基準によるものとする。

この場合における第２号ｄ又はｄの４の審査に

関して必要な事項は、上場審査等に関するガイ

ドラインをもって定める。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 新規上場申請銘柄が、次のａからｇま

で（公社債投資信託以外の証券投資信託（投

資信託法施行令第１２条各号に掲げる投資信

託を除く。以下この号、次条第２号、第１１

０７条の３第１項、第１１１２条第１項第３

号及び第１１１２条の２第３号において同

じ。）の受益証券に該当する新規上場申請銘

柄にあっては、ｂの（ｃ）及びｃの２を除

き、投資信託法施行令第１２条第１号又は第

２号に掲げる投資信託の受益証券に該当する

新規上場申請銘柄にあっては、ｂの（ｈ）及

びｃの３を除く。）に適合していること。 

（２） 新規上場申請銘柄が、次のａからｇま

で（公社債投資信託以外の証券投資信託（投

資信託法施行令第１２条各号に掲げる投資信

託を除く。以下この号、第１１０７条の２第

１項及び第１１１２条第１項第３号において

同じ。）の受益証券に該当する新規上場申請

銘柄にあっては、ｂの（ｃ）及びｃの２を除

き、投資信託法施行令第１２条第１号又は第

２号に掲げる投資信託の受益証券に該当する

新規上場申請銘柄にあっては、ｂの（ｈ）及

びｃの３を除く。）に適合していること。 

ａ （略） ａ （略） 

ｂ 新規上場申請銘柄の投資信託約款に次の

（ａ）から（ｈ）までの内容が記載されて

いること。 

ｂ 新規上場申請銘柄の投資信託約款に次の

（ａ）から（ｈ）までの内容が記載されて

いること。 

（ａ）～（ｄ） （略） （ａ）～（ｄ） （略） 

（ｅ） 受益証券の取得の申込みの勧誘が

公募（第２条第３５号の規定にかかわら

ず、投資信託法第２条第８項に規定する

公募をいう。以下この条、次条、第１１

１２条及び第１１１２条の２において同

じ。）により行われる旨 

（ｅ） 受益証券の取得の申込みの勧誘が

公募（第２条第３５号の規定にかかわら

ず、投資信託法第２条第８項に規定する

公募をいう。以下この条及び第１１１２

条において同じ。）により行われる旨 

（ｆ）・（ｇ） （略） （ｆ）・（ｇ） （略） 

（ｈ） 受益者の請求により信託契約期間

中に投資信託契約の一部解約をする場合

（当該一部解約の請求に対し、追加信託

（ｈ） 受益者の請求により信託契約期間

中に投資信託契約の一部解約をする場合

（当該一部解約の請求に対し、追加信託
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に係る金銭の引渡しをもって応じること

ができる場合を除く。次条第２号ｂの

（ｆ）、第１１１２条第１項第３号ｂの

（ｈ）及び第１１１２条の２第３号ｂの

（ｇ）において同じ。）には、管理会社

は信託受託者に対し、投資信託財産等に

属する有価証券その他の資産のうち当該

一部解約に係る受益証券の当該投資信託

財産等に対する持分に相当するものにつ

いて換価を行うよう指図する旨 

に係る金銭の引渡しをもって応じること

ができる場合を除く。第１１１２条第１

項第３号ｂの（ｈ）において同じ。）に

は、管理会社は信託受託者に対し、投資

信託財産等に属する有価証券その他の資

産のうち当該一部解約に係る受益証券の

当該投資信託財産等に対する持分に相当

するものについて換価を行うよう指図す

る旨 

ｂの２～ｄの４ （略） ｂの２～ｄの４ （略） 

ｅ 次の（ａ）及び（ｂ）に適合しているこ

と。 

ｅ 次の（ａ）及び（ｂ）に適合しているこ

と。 

（ａ） 新規上場申請銘柄に係る最近２年

間（「最近」の計算は、基準特定期間

（有価証券報告書等（第２条第８９号の

規定にかかわらず、有価証券届出書（法

の規定に基づき有価証券届出書又はその

訂正届出書とみなされる書類を含

む。）、有価証券報告書（報告書代替書

面を含む。以下同じ。）及びその添付書

類、半期報告書（半期代替書面を含む。

以下同じ。）並びに目論見書をいう。以

下この章において同じ。）にファンドの

経理状況として財務諸表等が記載される

最近の特定期間（法第２４条第５項に規

定する特定期間をいう。以下同じ。）を

いう。）の末日を起算日としてさかのぼ

る。以下この章において同じ。）に終了

する各特定期間（信託契約期間の開始日

以後の期間に限る。以下このｅ及び次条

第２号ｈにおいて同じ。）の財務諸表等

又は各特定期間における中間財務諸表等

が記載される有価証券報告書等に虚偽記

載（第２条第３０号の規定にかかわら

ず、有価証券報告書等について、内閣総

理大臣等から訂正命令（原則として、法

第１０条（法第２４条の２及び第２４条

の５において準用する場合を含む。）又

は第２３条の１０に係る訂正命令）若し

くは課徴金納付命令（法第１７２条の２

第１項（同条第４項において準用する場

合を含む。）又は第１７２条の４第１項

若しくは第２項に係る命令）を受けた場

合又は内閣総理大臣等若しくは証券取引

等監視委員会により法第１９７条若しく

は第２０７条に係る告発が行われた場

合、又はこれらの訂正届出書（法の規定

（ａ） 新規上場申請銘柄に係る最近２年

間（「最近」の計算は、基準特定期間

（有価証券報告書等（第２条第８９号の

規定にかかわらず、有価証券届出書（法

の規定に基づき有価証券届出書又はその

訂正届出書とみなされる書類を含

む。）、有価証券報告書（報告書代替書

面を含む。以下同じ。）及びその添付書

類、半期報告書（半期代替書面を含む。

以下同じ。）並びに目論見書をいう。以

下この章において同じ。）にファンドの

経理状況として財務諸表等が記載される

最近の特定期間（法第２４条第５項に規

定する特定期間をいう。以下同じ。）を

いう。）の末日を起算日としてさかのぼ

る。以下この章において同じ。）に終了

する各特定期間（信託契約期間の開始日

以後の期間に限る。以下このｅにおいて

同じ。）の財務諸表等又は各特定期間に

おける中間財務諸表等が記載される有価

証券報告書等に虚偽記載（第２条第３０

号の規定にかかわらず、有価証券報告書

等について、内閣総理大臣等から訂正命

令（原則として、法第１０条（法第２４

条の２及び第２４条の５において準用す

る場合を含む。）又は第２３条の１０に

係る訂正命令）若しくは課徴金納付命令

（法第１７２条の２第１項（同条第４項

において準用する場合を含む。）又は第

１７２条の４第１項若しくは第２項に係

る命令）を受けた場合又は内閣総理大臣

等若しくは証券取引等監視委員会により

法第１９７条若しくは第２０７条に係る

告発が行われた場合、又はこれらの訂正

届出書（法の規定に基づき有価証券届出
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に基づき有価証券届出書又はその訂正届

出書とみなされる書類を含む。）又は訂

正報告書を提出した場合であって、その

訂正した内容が重要と認められるもので

ある場合をいう。以下この章において同

じ。）を行っていないこと。 

書又はその訂正届出書とみなされる書類

を含む。）又は訂正報告書を提出した場

合であって、その訂正した内容が重要と

認められるものである場合をいう。以下

この章において同じ。）を行っていない

こと。 

（ｂ） （略） （ｂ） （略） 

ｆ・ｇ （略） ｆ・ｇ （略） 

（３） （略） （３） （略） 

２～６ （略） ２～６ （略） 

  

（内国アクティブ運用型ＥＴＦの上場審査基

準） 

 

第１１０４条の２ 内国アクティブ運用型ＥＴＦ

の上場審査については、次の各号に掲げる基準

によるものとする。この場合における第２号ｇ

並びに第４号及び第５号の審査に関して必要な

事項は、上場審査等に関するガイドラインをも

って定める。 

（新設） 

（１） 新規上場申請銘柄に係る管理会社が一

般社団法人投資信託協会の会員であること。 

 

（２） 新規上場申請銘柄が、次のａからｊま

でに適合していること。 

 

ａ 新規上場申請銘柄が、公社債投資信託以

外の証券投資信託の受益証券であること。 

ｂ 新規上場申請銘柄の投資信託約款に次の

（ａ）から（ｈ）までの内容が記載されて

いること。 

 

（ａ） 投資信託契約の期間の定めを設け

ない旨 

（ｂ） 計算期間として定める期間が１か

月以上であること。 

（ｃ） 受益証券の取得の申込みの勧誘が

公募により行われる旨 

（ｄ） 受益証券が金融商品取引所に上場

される旨 

（ｅ） すべての金融商品取引所において

受益証券の上場が廃止された場合には、

その廃止された日に投資信託を終了する

ための手続を開始する旨 

（ｆ） 受益者の請求により信託契約期間

中に投資信託契約の一部解約をする場合

には、管理会社は信託受託者に対し、投

資信託財産等に属する有価証券その他の

資産のうち当該一部解約に係る受益証券

の当該投資信託財産等に対する持分に相

当するものについて換価を行うよう指図
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する旨 

（ｇ） 次のイからハまでに掲げる目的に

よるものを除き、法第２条第２０項に規

定するデリバティブ取引に係る権利又は

商品投資等取引に係る権利に対する投資

として運用を行うものではない旨 

 

イ 投資信託が投資の対象とする資産を

保有した場合と同様の損益を実現する

目的 

ロ 投資信託の資産又は負債に係る価格

変動及び金利変動により生じるリスク

（為替相場の変動、市場金利の変動、

経済事情の変化その他の要因による利

益又は損失の増加又は減少の生じるお

それをいう。以下この章において同

じ。）を減じる目的 

ハ 先物外国為替取引により、投資信託

の資産又は負債について為替相場の変

動により生じるリスクを減じる目的 

 

（ｈ） 一般社団法人投資信託協会の定め

る投資信託等の運用に関する規則第１７

条の２の要件を満たす投資制限が設けら

れていること。 

 

ｃ 新規上場申請銘柄の投資信託約款に次の

（ａ）及び（ｂ）の内容が記載されていな

いこと。 

 

（ａ） 投資信託財産等の一口あたりの純

資産額の変動率を特定の指標の変動率に

一致させるよう運用する旨 

（ｂ） 基準価額の変動を条件に投資信託

契約を解約する旨（基準価額が正でなく

なった場合に投資信託契約を解約する旨

の記載その他の当取引所が適当と認める

記載を除く。） 

 

ｄ 指定参加者が、すべて適格機関投資家で

あり、かつ、２社以上であること。 

 

ｅ 新規上場申請銘柄の投資信託財産等を、

法第２条第２０項に規定するデリバティブ

取引に係る権利、商品投資等取引に係る権

利又は投資信託法施行規則第１９条第３項

第１号に掲げるもの（次の（ａ）から

（ｃ）までに掲げるものを除く。）に対す

る投資として運用すること。 

 

（ａ） 投資信託財産等の一口あたりの純

資産額の変動率を特定の指標の変動率に

一致させるよう運用する投資信託等（投

資信託及び外国投資信託並びに投資法人
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及び外国投資法人の総称をいう。以下こ

の章において同じ。）の受益証券等（受

益証券、投資証券及び外国投資証券の総

称をいい、これらを受託有価証券とする

施行令第２条の３第３号に規定する有価

証券信託受益証券及び法第２条第１項第

１７号に掲げる有価証券のうち同項第１

４号に規定する受益証券発行信託の受益

証券の性質を有するものを含む。以下こ

の章において同じ。）のうち、当該指標

がレバレッジ型・インバース型指標であ

るもの 

（ｂ） ｂの（ｇ）に掲げる目的以外の目

的により、法第２条第２０項に規定する

デリバティブ取引に係る権利又は商品投

資等取引に係る権利に対する投資として

運用を行っている投資信託等の受益証券

等（当該各権利に対する投資目的を問わ

ない投資信託等として施行規則で定める

ものに係る受益証券等を除く。） 

（ｃ） 投資信託等の受益証券等以外の有

価証券であって、法第２条第２０項に規

定するデリバティブ取引に係る権利又は

商品投資等取引に係る権利が組み込まれ

たもののうち、特定の指標（レバレッジ

型・インバース型指標を除く。）に連動

すること以外の投資成果を目的として発

行されたもの 

ｆ 次の（ａ）から（ｃ）までに適合するこ

と。 

 

（ａ） 貸借取引を行うために十分な量の

受益証券の借入れが可能であると認めら

れること。 

（ｂ） 指定参加者である取引参加者が、

当取引所の市場における新規上場申請銘

柄の円滑な流通の確保に努める旨を確約

すること。 

（ｃ） 新規上場申請銘柄の円滑な流通及

び公正な価格形成を阻害する要因が認め

られないこと。 

 

ｇ 新規上場申請銘柄が指標連動有価証券等

組入型ＥＴＦに該当する場合にあっては、

上場後継続的に運用が行われる見込みがあ

り、かつ、カウンター・パーティーの信用

状況に関する管理体制等が管理会社におい

て適切に整備されていること。 

 

ｈ 次の（ａ）及び（ｂ）に適合しているこ

と。 
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（ａ） 新規上場申請銘柄に係る最近２年

間に終了する各特定期間の財務諸表等又

は各特定期間における中間財務諸表等が

記載される有価証券報告書等に虚偽記載

を行っていないこと。 

（ｂ） 新規上場申請銘柄に係る最近２年

間に終了する各特定期間の財務諸表等に

添付される監査報告書及び最近１年間に

終了する特定期間における中間財務諸表

等に添付される中間監査報告書におい

て、公認会計士等の「無限定適正意見」

若しくは「除外事項を付した限定付適正

意見」又は「中間財務諸表等が有用な情

報を表示している旨の意見」若しくは

「除外事項を付した限定付意見」が記載

されていること。ただし、施行規則で定

める場合は、この限りでない。 

 

ｉ 新規上場申請銘柄が指定振替機関の振替

業における取扱いの対象であること又は上

場の時までに取扱いの対象となる見込みが

あること。 

ｊ その他公益又は投資者保護の観点から、

その上場が適当でないと認められるもので

ないこと。 

 

（３） 新規上場申請銘柄について、第１１０

７条の４第１項第２号に規定するポートフォ

リオ情報が、同項の規定に従い投資者へ継続

的に提供される見込みがあること。 

（４） 新規上場申請銘柄に係る管理会社が、

内国アクティブ運用型ＥＴＦに関する情報の

開示を適正に行うことができる状況にあるこ

と。 

（５） 新規上場申請銘柄に係る管理会社が、

投資信託財産等の運用等を健全に行うことが

できる状況にあること。 

 

（６） 新規上場申請銘柄に係る管理会社が、

次のａからｃまでに掲げる事項について、書

面により確約すること。 

 

ａ 新規上場申請銘柄に係る信託受託者に関

する情報を適切に把握することができる状

況にあること。 

ｂ 新規上場申請銘柄に係る信託受託者に関

する情報について第１１０７条の２の規定

に従い開示を行うこと。 

ｃ 新規上場申請銘柄に係る管理会社が第１

１０７条の２の規定に従い信託受託者に関

する情報の開示を行うことについて当該信

託受託者が同意していること。 
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（変更上場申請） （変更上場申請） 

第１１０５条 上場ＥＴＦに係る管理会社及び信

託受託者（外国投資証券に該当する外国ＥＴＦ

及び当該外国ＥＴＦを受託有価証券とする外国

ＥＴＦ信託受益証券にあっては、外国投資法人

及び管理会社）が、上場ＥＴＦの名称を変更す

るときは、当該管理会社又は信託受託者（外国

投資証券に該当する外国ＥＴＦ又は当該外国Ｅ

ＴＦを受託有価証券とする外国ＥＴＦ信託受益

証券にあっては、外国投資法人又は管理会社）

は、当取引所所定の「有価証券変更上場申請

書」を提出することにより、その変更を申請す

るものとする。ただし、「有価証券変更上場申

請書」に記載すべき事項が、第１１０７条若し

くは第１１０７条の２の規定に基づく情報の開

示又は第１１０８条若しくは第１１０８条の２

の規定により当取引所に提出した書類に含まれ

ている場合は、当該開示又は提出をもってその

変更を申請したものとみなす。 

第１１０５条 上場ＥＴＦに係る管理会社及び信

託受託者（外国投資証券に該当する外国ＥＴＦ

及び当該外国ＥＴＦを受託有価証券とする外国

ＥＴＦ信託受益証券にあっては、外国投資法人

及び管理会社）が、上場ＥＴＦの名称を変更す

るときは、当該管理会社又は信託受託者（外国

投資証券に該当する外国ＥＴＦ又は当該外国Ｅ

ＴＦを受託有価証券とする外国ＥＴＦ信託受益

証券にあっては、外国投資法人又は管理会社）

は、当取引所所定の「有価証券変更上場申請

書」を提出することにより、その変更を申請す

るものとする。ただし、「有価証券変更上場申

請書」に記載すべき事項が、第１１０７条の規

定に基づく情報の開示又は第１１０８条の規定

により当取引所に提出した書類に含まれている

場合は、当該開示又は提出をもってその変更を

申請したものとみなす。 

２ （略） ２ （略） 

  

（テクニカル上場） （テクニカル上場） 

第１１０６条 上場内国ＥＴＦが併合（投資信託

法第１６条第２号の規定に基づき、二以上の上

場内国ＥＴＦが併合を行う場合に限る。以下こ

の条において同じ。）を行い上場廃止となる場

合で、併合後の内国ＥＴＦの新規上場が遅滞な

く申請されるときにおける上場審査は、当該内

国ＥＴＦが内国指標連動型ＥＴＦである場合に

あっては第１１０４条第１項各号に掲げる基準

により、当該内国ＥＴＦが内国アクティブ運用

型ＥＴＦである場合にあっては第１１０４条の

２各号に掲げる基準によるものとする。 

第１１０６条 上場内国ＥＴＦが併合（投資信託

法第１６条第２号の規定に基づき、二以上の上

場内国ＥＴＦが併合を行う場合に限る。以下こ

の条において同じ。）を行い上場廃止となる場

合で、併合後の内国ＥＴＦの新規上場が遅滞な

く申請されるときにおける上場審査は第１１０

４条第１項各号に掲げる基準によるものとす

る。 

２ （略） ２ （略） 

  

（上場指標連動型ＥＴＦに関する情報の開示） （上場ＥＴＦに関する情報の開示） 

第１１０７条 上場指標連動型ＥＴＦに係る管理

会社（外国投資証券に該当する外国ＥＴＦ及び

当該外国ＥＴＦを受託有価証券とする外国ＥＴ

Ｆ信託受益証券にあっては、外国投資法人及び

管理会社）は、当該上場指標連動型ＥＴＦに関

する情報の適時開示を行わなければならない。 

第１１０７条 上場ＥＴＦに係る管理会社（外国

投資証券に該当する外国ＥＴＦ及び当該外国Ｅ

ＴＦを受託有価証券とする外国ＥＴＦ信託受益

証券にあっては、外国投資法人及び管理会社）

は、当該上場ＥＴＦに関する情報の適時開示を

行わなければならない。 

２ 前項の情報の適時開示については、次の各号

に定めるところによる。この場合における当該

各号の取扱いは施行規則で定める。 

２ 前項の情報の適時開示については、次の各号

に定めるところによる。この場合における当該

各号の取扱いは施行規則で定める。 
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（１） 上場指標連動型ＥＴＦ（外国投資証券

に該当する外国ＥＴＦ及び当該外国ＥＴＦを

受託有価証券とする外国ＥＴＦ信託受益証券

を除く。）に係る管理会社は、次のａからｊ

までのいずれかに該当する場合（ａ及びｂに

掲げる事項にあっては、施行規則で定める基

準その他の投資者の投資判断に及ぼす影響が

軽微なものと当取引所が認めるものに該当す

るものを除く。）は、施行規則で定めるとこ

ろにより、直ちにその内容を開示しなければ

ならない。 

 （１） 上場ＥＴＦ（外国投資証券に該当す

る外国ＥＴＦ及び当該外国ＥＴＦを受託有

価証券とする外国ＥＴＦ信託受益証券を除

く。）に係る管理会社は、次のａからｊま

でのいずれかに該当する場合（ａ及びｂに

掲げる事項にあっては、施行規則で定める

基準その他の投資者の投資判断に及ぼす影

響が軽微なものと当取引所が認めるものに

該当するものを除く。）は、施行規則で定

めるところにより、直ちにその内容を開示

しなければならない。 

ａ 上場指標連動型ＥＴＦに係る管理会社

が、次の（ａ）から（ｔ）までに掲げる事

項（内国指標連動型ＥＴＦにあっては

（ｒ）から（ｓ）までを除き、外国ＥＴＦ

及び外国ＥＴＦ信託受益証券にあっては

（ｉ）、（ｎ）、（ｏ）、（ｑ）及び（ｒ）の２

から（ｒ）の４までを除き、内国商品現物

型ＥＴＦ（管理会社が信託受託者であるも

のを除く。）にあっては（ｑ）及び（ｓ）

を除き、内国商品現物型ＥＴＦ（管理会社

が信託受託者であるものに限る。）にあっ

ては（ｑ）、（ｒ）の３及び（ｓ）を除き、

外国商品現物型ＥＴＦ及び外国商品現物型

ＥＴＦ信託受益証券にあっては（ｉ）、

（ｎ）、（ｏ）、（ｑ）、（ｒ）の３及び（ｒ）

の４を除く。）のいずれかを行うことにつ

いての決定をした場合（当該決定に係る事

項を行わないことを決定した場合を含

む。） 

ａ 上場ＥＴＦに係る管理会社が、次の

（ａ）から（ｔ）までに掲げる事項（内国

ＥＴＦにあっては（ｒ）から（ｓ）までを

除き、外国ＥＴＦ及び外国ＥＴＦ信託受益

証券にあっては（ｉ）、（ｎ）、（ｏ）、

（ｑ）及び（ｒ）の２から（ｒ）の４まで

を除き、内国商品現物型ＥＴＦ（管理会社

が信託受託者であるものを除く。）にあっ

ては（ｑ）及び（ｓ）を除き、内国商品現

物型ＥＴＦ（管理会社が信託受託者である

ものに限る。）にあっては（ｑ）、（ｒ）

の３及び（ｓ）を除き、外国商品現物型Ｅ

ＴＦ及び外国商品現物型ＥＴＦ信託受益証

券にあっては（ｉ）、（ｎ）、（ｏ）、

（ｑ）、（ｒ）の３及び（ｒ）の４を除

く。）のいずれかを行うことについての決

定をした場合（当該決定に係る事項を行わ

ないことを決定した場合を含む。） 

（ａ） （略） （ａ） （略） 

（ａ）の２ 上場指標連動型ＥＴＦに係る

受益権の併合又は分割 

（ａ）の２ 上場ＥＴＦに係る受益権の併

合又は分割 

（ｂ）・（ｃ） （略） （ｂ）・（ｃ） （略） 

（ｃ）の２ 上場指標連動型ＥＴＦの名称

の変更 

（ｃ）の２ 上場ＥＴＦの名称の変更 

（ｃ）の３ 上場指標連動型ＥＴＦに係る

特定の指標の新たな指標への変更 

（ｃ）の３ 上場ＥＴＦに係る特定の指標

の新たな指標への変更 

（ｄ） 国内の金融商品取引所又は外国金

融商品取引所等に対する指標連動型ＥＴ

Ｆの上場の廃止に係る申請 

（ｄ） 国内の金融商品取引所又は外国金

融商品取引所等に対するＥＴＦの上場の

廃止に係る申請 

（ｅ）～（ｏ） （略） （ｅ）～（ｏ） （略） 

（ｐ） 追加信託、一部解約若しくは交換

又は上場指標連動型ＥＴＦの買取りを臨

時に停止することとしたこと。 

（ｐ） 追加信託、一部解約若しくは交換

又は上場ＥＴＦの買取りを臨時に停止す

ることとしたこと。 

（ｑ）～（ｒ）の２ （略） （ｑ）～（ｒ）の２ （略） 
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（ｒ）の３ 上場指標連動型ＥＴＦに係る

信託契約が、一の管理会社と一の信託受

託者との間で締結されるものでなくなる

こと。 

（ｒ）の３ 上場ＥＴＦに係る信託契約

が、一の管理会社と一の信託受託者との

間で締結されるものでなくなること。 

（ｒ）の４ 上場指標連動型ＥＴＦが信託

法第２条第１２項に規定する限定責任信

託となること。 

（ｒ）の４ 上場ＥＴＦが信託法第２条第

１２項に規定する限定責任信託となるこ

と。 

（ｓ） （略） （ｓ） （略） 

（ｔ） （ａ）から前（ｓ）までに掲げる

事項のほか、上場指標連動型ＥＴＦ又は

当該管理会社の運営、業務若しくは財産

に関する重要な事項であって投資者の投

資判断に著しい影響を及ぼすもの 

（ｔ） （ａ）から前（ｓ）までに掲げる

事項のほか、上場ＥＴＦ又は当該管理会

社の運営、業務若しくは財産に関する重

要な事項であって投資者の投資判断に著

しい影響を及ぼすもの 

ｂ 上場指標連動型ＥＴＦに係る管理会社

に、次の（ａ）から（ｈ）までに掲げる事

実（内国指標連動型ＥＴＦにあっては

（ｇ）の２から（ｇ）の４までを除き、内

国商品現物型ＥＴＦ（管理会社が信託受託

者であるものを除く。）にあっては（ｇ）

の２及び（ｇ）の３を除き、外国ＥＴＦ、

外国ＥＴＦ信託受益証券、外国商品現物型

ＥＴＦ及び外国商品現物型ＥＴＦ信託受益

証券にあっては（ｆ）、（ｇ）、（ｇ）の２か

ら（ｇ）の４までを除く。）のいずれかが

発生した場合 

ｂ 上場ＥＴＦに係る管理会社に、次の

（ａ）から（ｈ）までに掲げる事実（内国

ＥＴＦにあっては（ｇ）の２から（ｇ）の

４までを除き、内国商品現物型ＥＴＦ（管

理会社が信託受託者であるものを除く。）

にあっては（ｇ）の２及び（ｇ）の３を除

き、外国ＥＴＦ、外国ＥＴＦ信託受益証

券、外国商品現物型ＥＴＦ及び外国商品現

物型ＥＴＦ信託受益証券にあっては

（ｆ）、（ｇ）、（ｇ）の２から（ｇ）の

４までを除く。）のいずれかが発生した場

合 

（ａ）～（ｇ）の４ （略） （ａ）～（ｇ）の４ （略） 

（ｈ） （ａ）から前（ｇ）の４までに掲

げる事実のほか、上場指標連動型ＥＴＦ

又は当該管理会社の運営、業務若しくは

財産に関する重要な事実であって投資者

の投資判断に著しい影響を及ぼすもの 

（ｈ） （ａ）から前（ｇ）の４までに掲

げる事実のほか、上場ＥＴＦ又は当該管

理会社の運営、業務若しくは財産に関す

る重要な事実であって投資者の投資判断

に著しい影響を及ぼすもの 

ｃ 上場指標連動型ＥＴＦに係る信託受託者

が、次の（ａ）又は（ｂ）に掲げる事項を

行うことについての決定をした場合（当該

決定に係る事項を行わないことを決定した

場合を含む。） 

ｃ 上場ＥＴＦに係る信託受託者が、次の

（ａ）又は（ｂ）に掲げる事項を行うこと

についての決定をした場合（当該決定に係

る事項を行わないことを決定した場合を含

む。） 

（ａ） 国内の金融商品取引所又は外国金

融商品取引所等に対する指標連動型ＥＴ

Ｆの上場廃止に係る申請 

（ａ） 国内の金融商品取引所又は外国金

融商品取引所等に対するＥＴＦの上場廃

止に係る申請 

（ｂ） 前（ａ）に掲げる事項のほか、上

場指標連動型ＥＴＦ又は当該信託受託者

の運営、業務若しくは財産に関する重要

な事項であって投資者の投資判断に著し

い影響を及ぼすもの 

（ｂ） 前（ａ）に掲げる事項のほか、上

場ＥＴＦ又は当該信託受託者の運営、業

務若しくは財産に関する重要な事項であ

って投資者の投資判断に著しい影響を及

ぼすもの 

ｄ 上場指標連動型ＥＴＦに係る信託受託者

に、次の（ａ）又は（ｂ）に掲げる事実が

発生した場合 

ｄ 上場ＥＴＦに係る信託受託者に、次の

（ａ）又は（ｂ）に掲げる事実が発生した

場合 
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（ａ） （略） （ａ） （略） 

（ｂ） 前（ａ）に掲げる事実のほか、上

場指標連動型ＥＴＦ又は当該信託受託者

の運営、業務若しくは財産に関する重要

な事実であって投資者の投資判断に著し

い影響を及ぼすもの 

（ｂ） 前（ａ）に掲げる事実のほか、上

場ＥＴＦ又は当該信託受託者の運営、業

務若しくは財産に関する重要な事実であ

って投資者の投資判断に著しい影響を及

ぼすもの 

ｅ 上場指標連動型ＥＴＦに係る特定期間又

は中間特定期間（特定期間が６か月を超え

る場合における、当該特定期間が開始した

日以後の６か月間をいう。）に係るファン

ドの決算の内容が定まった場合 

ｅ 上場ＥＴＦに係る特定期間又は中間特定

期間（特定期間が６か月を超える場合にお

ける、当該特定期間が開始した日以後の６

か月間をいう。）に係るファンドの決算の

内容が定まった場合 

ｅの２ （略） ｅの２ （略） 

ｆ 上場外国ＥＴＦ、上場外国ＥＴＦ信託受

益証券に係る受託有価証券である外国ＥＴ

Ｆ、上場外国商品現物型ＥＴＦ又は上場外

国商品現物型ＥＴＦ信託受益証券に係る受

託有価証券である外国商品現物型ＥＴＦに

ついて、本邦以外の地域において、上場指

標連動型ＥＴＦの流通に重大な影響を与え

る事実が発生した場合 

ｆ 上場外国ＥＴＦ、上場外国ＥＴＦ信託受

益証券に係る受託有価証券である外国ＥＴ

Ｆ、上場外国商品現物型ＥＴＦ又は上場外

国商品現物型ＥＴＦ信託受益証券に係る受

託有価証券である外国商品現物型ＥＴＦに

ついて、本邦以外の地域において、上場Ｅ

ＴＦの流通に重大な影響を与える事実が発

生した場合 

ｇ （略） ｇ （略） 

ｈ 上場内国指標連動型ＥＴＦに係る管理会

社が、投資信託法第１３条第１項各号に掲

げる取引を行った場合（投資信託の受益者

に対して同条に基づく書面の交付を要する

場合に限る。） 

ｈ 上場内国ＥＴＦに係る管理会社が、投資

信託法第１３条第１項各号に掲げる取引を

行った場合（投資信託の受益者に対して同

条に基づく書面の交付を要する場合に限

る。） 

ｉ 上場指標連動型ＥＴＦの一口あたりの純

資産額と市場価格又は特定の指標との間に

重要な乖離又は乖離のおそれが生じた場合 

ｉ 上場ＥＴＦの一口あたりの純資産額と市

場価格又は特定の指標との間に重要な乖離

又は乖離のおそれが生じた場合 

ｊ 上場指標連動型ＥＴＦに係る特定の指標

の算出主体によって、当該指標の算出が行

われなくなることの決定が公表された場合 

ｊ 上場ＥＴＦに係る特定の指標の算出主体

によって、当該指標の算出が行われなくな

ることの決定が公表された場合 

（２） 上場指標連動型ＥＴＦ（外国投資証券

に該当する外国ＥＴＦ及び当該外国ＥＴＦを

受託有価証券とする外国ＥＴＦ信託受益証券

に限る。）に係る外国投資法人及び管理会社

は、次のａからｉまでのいずれかに該当する

場合（ａ及びｃに掲げる事項にあっては、投

資者の投資判断に及ぼす影響が軽微なものと

して施行規則で定める基準に該当するものを

除く。）は、施行規則で定めるところによ

り、直ちにその内容を開示しなければならな

い。 

（２） 上場ＥＴＦ（外国投資証券に該当する

外国ＥＴＦ及び当該外国ＥＴＦを受託有価証

券とする外国ＥＴＦ信託受益証券に限る。）

に係る外国投資法人及び管理会社は、次のａ

からｉまでのいずれかに該当する場合（ａ及

びｃに掲げる事項にあっては、投資者の投資

判断に及ぼす影響が軽微なものとして施行規

則で定める基準に該当するものを除く。）

は、施行規則で定めるところにより、直ちに

その内容を開示しなければならない。 

ａ 上場指標連動型ＥＴＦに係る外国投資法

人が次の（ａ）から（ｍ）まで（上場指標

連動型ＥＴＦが投資法人債券に類する外国

投資証券である場合にあっては、（ａ）及

ａ 上場ＥＴＦに係る外国投資法人が次の

（ａ）から（ｍ）まで（上場ＥＴＦが投資

法人債券に類する外国投資証券である場合

にあっては、（ａ）及び（ｂ）を除く。）
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び（ｂ）を除く。）に掲げる事項のいずれ

かを行うことについての決定をした場合

（当該決定に係る事項を行わないことを決

定した場合を含む。） 

に掲げる事項のいずれかを行うことについ

ての決定をした場合（当該決定に係る事項

を行わないことを決定した場合を含む。） 

（ａ） 上場指標連動型ＥＴＦに係る投資

口又は受益権の売出し 

（ａ） 上場ＥＴＦに係る投資口又は受益

権の売出し 

（ｂ） 上場指標連動型ＥＴＦに係る投資

口又は受益権の併合又は分割 

（ｂ） 上場ＥＴＦに係る投資口又は受益

権の併合又は分割 

（ｃ）～（ｅ） （略） （ｃ）～（ｅ） （略） 

（ｅ）の２ 上場指標連動型ＥＴＦの名称

の変更 

（ｅ）の２ 上場ＥＴＦの名称の変更 

（ｅ）の３ 上場指標連動型ＥＴＦに係る

特定の指標の新たな指標への変更 

（ｅ）の３ 上場ＥＴＦに係る特定の指標

の新たな指標への変更 

（ｆ）～（ｉ） （略） （ｆ）～（ｉ） （略） 

（ｊ） 追加発行又は上場指標連動型ＥＴ

Ｆの買取りを臨時に停止することとした

こと。 

（ｊ） 追加発行又は上場ＥＴＦの買取り

を臨時に停止することとしたこと 

（ｋ）・（ｌ） （略） （ｋ）・（ｌ） （略） 

（ｍ） （ａ）から前（ｌ）までに掲げる

事項のほか、上場指標連動型ＥＴＦ又は

当該外国投資法人の運営、業務若しくは

財産に関する重要な事項であって投資者

の投資判断に著しい影響を及ぼすもの 

（ｍ） （ａ）から前（ｌ）までに掲げる

事項のほか、上場ＥＴＦ又は当該外国投

資法人の運営、業務若しくは財産に関す

る重要な事項であって投資者の投資判断

に著しい影響を及ぼすもの 

ｂ 上場指標連動型ＥＴＦに係る外国投資法

人に、次の（ａ）から（ｅ）までに掲げる

事実のいずれかが発生した場合 

ｂ 上場ＥＴＦに係る外国投資法人に、次の

（ａ）から（ｅ）までに掲げる事実のいず

れかが発生した場合 

（ａ）～（ｄ） （略） （ａ）～（ｄ） （略） 

（ｅ） （ａ）から前（ｄ）までに掲げる事

実のほか、上場指標連動型ＥＴＦ又は当該

外国投資法人の運営、業務若しくは財産に

関する重要な事実であって投資者の投資判

断に著しい影響を及ぼすもの 

（ｅ） （ａ）から前（ｄ）までに掲げる事

実のほか、上場ＥＴＦ又は当該外国投資法

人の運営、業務若しくは財産に関する重要

な事実であって投資者の投資判断に著しい

影響を及ぼすもの 

ｃ 上場指標連動型ＥＴＦに係る管理会社が

次の（ａ）から（ｉ）までに掲げる事項の

いずれかを行うことについての決定をした

場合（当該決定に係る事項を行わないこと

を決定した場合を含む。） 

ｃ 上場ＥＴＦに係る管理会社が次の（ａ）

から（ｉ）までに掲げる事項のいずれかを

行うことについての決定をした場合（当該

決定に係る事項を行わないことを決定した

場合を含む。） 

（ａ） 国内の金融商品取引所又は外国金

融商品取引所等に対する指標連動型ＥＴ

Ｆの上場の廃止に係る申請 

（ａ） 国内の金融商品取引所又は外国金

融商品取引所等に対するＥＴＦの上場の

廃止に係る申請 

（ｂ）～（ｈ） （略） （ｂ）～（ｈ） （略） 

（ｉ） （ａ）から前（ｈ）までに掲げる

事項のほか、上場指標連動型ＥＴＦ又は

当該管理会社の運営、業務若しくは財産

に関する重要な事項であって投資者の投

資判断に著しい影響を及ぼすもの 

（ｉ） （ａ）から前（ｈ）までに掲げる

事項のほか、上場ＥＴＦ又は当該管理会

社の運営、業務若しくは財産に関する重

要な事項であって投資者の投資判断に著

しい影響を及ぼすもの 
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ｄ 上場指標連動型ＥＴＦに係る管理会社

に、次の（ａ）から（ｃ）までに掲げる事

実のいずれかが発生した場合 

ｄ 上場ＥＴＦに係る管理会社に、次の

（ａ）から（ｃ）までに掲げる事実のいず

れかが発生した場合 

（ａ）・（ｂ） （略） （ａ）・（ｂ） （略） 

（ｃ） （ａ）及び前（ｂ）に掲げる事実

のほか、上場指標連動型ＥＴＦ又は当該

管理会社の運営、業務若しくは財産に関

する重要な事実であって投資者の投資判

断に著しい影響を及ぼすもの 

（ｃ） （ａ）及び前（ｂ）に掲げる事実

のほか、上場ＥＴＦ又は当該管理会社の

運営、業務若しくは財産に関する重要な

事実であって投資者の投資判断に著しい

影響を及ぼすもの 

ｅ 上場指標連動型ＥＴＦに係る外国投資法

人の営業期間又は中間営業期間のファンド

の決算の内容が定まった場合 

ｅ 上場ＥＴＦに係る外国投資法人の営業期

間又は中間営業期間のファンドの決算の内

容が定まった場合 

ｅの２ （略） ｅの２ （略） 

ｆ 上場外国ＥＴＦ又は上場外国ＥＴＦ信託

受益証券に係る受託有価証券である外国Ｅ

ＴＦについて、本邦以外の地域において、

上場指標連動型ＥＴＦの流通に重大な影響

を与える事実が発生した場合 

ｆ 上場外国ＥＴＦ又は上場外国ＥＴＦ信託

受益証券に係る受託有価証券である外国Ｅ

ＴＦについて、本邦以外の地域において、

上場ＥＴＦの流通に重大な影響を与える事

実が発生した場合 

ｇ （略） ｇ （略） 

ｈ 上場指標連動型ＥＴＦの一口あたりの純

資産額と市場価格又は特定の指標との間に

重要な乖離又は乖離のおそれが生じた場合 

ｈ 上場ＥＴＦの一口あたりの純資産額と市

場価格又は特定の指標との間に重要な乖離

又は乖離のおそれが生じた場合 

ｉ 上場指標連動型ＥＴＦに係る特定の指標

の算出主体によって、当該指標の算出が行

われなくなることの決定が公表された場合 

ｉ 上場ＥＴＦに係る特定の指標の算出主体

によって、当該指標の算出が行われなくな

ることの決定が公表された場合 

３ 第４１２条の規定は、上場指標連動型ＥＴＦ

に係る情報の開示に係る審査等について準用す

る。 

３ 第４１２条の規定は、上場ＥＴＦに係る情報

の開示に係る審査等について準用する。 

４～６ （略） ４～６ （略） 

  

（上場内国アクティブ運用型ＥＴＦに関する情

報の開示） 

 

第１１０７条の２ 上場内国アクティブ運用型Ｅ

ＴＦに係る管理会社は、当該上場内国アクティ

ブ運用型ＥＴＦに関する情報の適時開示を行わ

なければならない。 

（新設） 

２ 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦに係る管理

会社は、次の各号のいずれかに該当する場合

（第１号及び第２号に掲げる事項にあっては、

施行規則で定める基準その他の投資者の投資判

断に及ぼす影響が軽微なものと当取引所が認め

るものに該当するものを除く。）は、施行規則

で定めるところにより、直ちにその内容を開示

しなければならない。 

 

（１） 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦに係

る管理会社が、次のａからｃまでに掲げる事
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項のいずれかを行うことについての決定をし

た場合（当該決定に係る事項を行わないこと

を決定した場合を含む。） 

ａ 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦに係る

前条第２項第１号ａの（ａ）から（ｃ）の

２まで、（ｄ）から（ｑ）まで及び（ｔ）

に掲げる事項（この場合において、同号ａ

の（ａ）の２、（ｃ）の２、（ｐ）及び

（ｔ）中「上場指標連動型ＥＴＦ」とある

のは「上場内国アクティブ運用型ＥＴＦ」

と、同号ａの（ｄ）中「指標連動型ＥＴ

Ｆ」とあるのは「内国アクティブ運用型Ｅ

ＴＦ」と、それぞれ読み替える。） 

ｂ 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦの第１

１０７条の４第１項第２号に規定するポー

トフォリオ情報（以下この条において同

じ。）の提供方法の変更 

ｃ 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦのポー

トフォリオ情報の投資者への提供の停止 

 

（２） 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦに係

る管理会社に、前条第２項第１号ｂの（ａ）

から（ｇ）まで及び（ｈ）に掲げる事実のい

ずれかが発生した場合（この場合において、

同号ｂの（ｂ）中「第１１１２条第１項第１

号」とあるのは「第１１１２条の２第１号」

と、同号ｂの（ｈ）中「上場指標連動型ＥＴ

Ｆ」とあるのは「上場内国アクティブ運用型

ＥＴＦ」と、それぞれ読み替える。） 

 

（３） 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦに係

る信託受託者が、前条第２項第１号ｃに掲げ

る事項を行うことについての決定をした場合

（当該決定に係る事項を行わないことを決定

した場合を含む。この場合において、同号ｃ

の（ａ）中「指標連動型ＥＴＦ」とあるのは

「内国アクティブ運用型ＥＴＦ」と、同号ｃ

の（ｂ）中「上場指標連動型ＥＴＦ」とある

のは「上場内国アクティブ運用型ＥＴＦ」

と、それぞれ読み替える。） 

（４） 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦに係

る信託受託者に、前条第２項第１号ｄに掲げ

る事実が発生した場合（この場合において、

同号ｄの（ａ）中「第１１１２条第１項第２

号」とあるのは「第１１１２条の２第２号」

と、同号ｄの（ｂ）中「上場指標連動型ＥＴ

Ｆ」とあるのは「上場内国アクティブ運用型

ＥＴＦ」と、それぞれ読み替える。） 

（５） 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦに係

る特定期間又は中間特定期間（特定期間が６
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か月を超える場合における、当該特定期間が

開始した日以後の６か月間をいう。）に係る

ファンドの決算の内容が定まった場合 

（６） 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦが上

場指標連動有価証券等組入型ＥＴＦである場

合にあっては、前条第２項第１号ｅの２に掲

げる事実が発生したとき 

（７） 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦに係

る管理会社が、投資信託法第１３条第１項各

号に掲げる取引を行った場合（投資信託の受

益者に対して同条に基づく書面の交付を要す

る場合に限る。） 

（８） 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦの一

口あたりの純資産額と市場価格の間に重要な

乖離又は乖離のおそれが生じた場合 

（９） 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦのポ

ートフォリオ情報が投資者へ継続して提供さ

れないおそれが生じた場合 

（１０） 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦの

純資産総額の年間平均が１０億円未満となっ

た場合 

３ 第４１２条の規定は、上場内国アクティブ運

用型ＥＴＦに係る情報の開示に係る審査等につ

いて準用する。 

４ 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦに係る管理

会社は、上場内国アクティブ運用型ＥＴＦの上

場後、施行規則で定める事項に起因して「内国

アクティブ運用型ＥＴＦの商品特性及び管理会

社の運用体制等に関する報告書」の内容に変更

が生じたときは、変更後直ちに変更後の「内国

アクティブ運用型ＥＴＦの商品特性及び管理会

社の運用体制等に関する報告書」を提出するも

のとする。 

５ 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦに係る管理

会社は、前項に定める事項以外の事項に起因し

て「内国アクティブ運用型ＥＴＦの商品特性及

び管理会社の運用体制等に関する報告書」の内

容に変更が生じたときは、変更後から、当該変

更が生じた日の属する計算期間の末日（計算期

間が６か月未満の場合は、当該変更が生じた日

から起算して６か月を経過する日の属する計算

期間の末日）の翌日から起算して３か月が経過

するまでの間に、変更後の報告書を提出すれば

足りるものとする。 

６ 前２項の場合において、上場内国アクティブ

運用型ＥＴＦに係る管理会社は、当該変更後の

報告書を当取引所が公衆の縦覧に供することに

同意するものとする。 
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７ 前条第４項及び第５項の規定は、上場内国ア

クティブ運用型ＥＴＦが上場指標連動有価証券

等組入型ＥＴＦである場合について準用する。 

８ 第４０１条、第４１１条の２、第４１３条か

ら第４１４条まで及び第４１６条の規定は、第

２項から第６項までの規定に基づく開示につい

て、第４１５条及び第４１７条の規定は、第１

項に規定する者についてそれぞれ準用する。 

  

（上場指標連動型ＥＴＦに関する情報の提供） （上場ＥＴＦに関する情報の提供） 

第１１０７条の３ 上場指標連動型ＥＴＦに係る

管理会社（外国投資証券に該当する外国ＥＴＦ

及び当該外国ＥＴＦを受託有価証券とする外国

ＥＴＦ信託受益証券にあっては、外国投資法人

及び管理会社）は、当該上場指標連動型ＥＴＦ

に関する次の各号に掲げる情報（公社債投資信

託以外の証券投資信託の受益証券に該当する内

国指標連動型ＥＴＦ、投資信託法施行令第１２

条第１号に掲げる投資信託の受益証券に該当す

る内国指標連動型ＥＴＦ、外国ＥＴＦ、外国Ｅ

ＴＦ信託受益証券、内国商品現物型ＥＴＦ、外

国商品現物型ＥＴＦ及び外国商品現物型ＥＴＦ

信託受益証券にあっては、第１号を除く。）を

公衆による閲覧ができる方法により投資者に提

供するものとする。この場合における当該各号

の取扱いは施行規則で定める。 

第１１０７条の２ 上場ＥＴＦに係る管理会社

（外国投資証券に該当する外国ＥＴＦ及び当該

外国ＥＴＦを受託有価証券とする外国ＥＴＦ信

託受益証券にあっては、外国投資法人及び管理

会社）は、当該上場ＥＴＦに関する次の各号に

掲げる情報（公社債投資信託以外の証券投資信

託の受益証券に該当する内国ＥＴＦ、投資信託

法施行令第１２条第１号に掲げる投資信託の受

益証券に該当する内国ＥＴＦ、外国ＥＴＦ、外

国ＥＴＦ信託受益証券、内国商品現物型ＥＴ

Ｆ、外国商品現物型ＥＴＦ及び外国商品現物型

ＥＴＦ信託受益証券にあっては、第１号を除

く。）を公衆による閲覧ができる方法により投

資者に提供するものとする。この場合における

当該各号の取扱いは施行規則で定める。 

（１） （略） （１） （略） 

（２） 上場指標連動型ＥＴＦの日々の純資産

総額（投資法人債券に類する外国投資証券に

該当する外国ＥＴＦにあっては、当該上場外

国ＥＴＦの投資信託財産等の総額をいう。）

及び一口あたりの純資産額（当該外国ＥＴＦ

が投資法人債券に類する外国投資証券である

場合にあっては、投資信託財産等の金額を当

該外国ＥＴＦの数量で除した金額をいう。以

下同じ。） 

（２） 上場ＥＴＦの日々の純資産総額（投資

法人債券に類する外国投資証券に該当する外

国ＥＴＦにあっては、当該上場外国ＥＴＦの

投資信託財産等の総額をいう。）及び一口あ

たりの純資産額（当該外国ＥＴＦが投資法人

債券に類する外国投資証券である場合にあっ

ては、投資信託財産等の金額を当該外国ＥＴ

Ｆの数量で除した金額をいう。以下同じ。） 

（３） 上場指標連動型ＥＴＦの一口あたりの

純資産額と特定の指標の変動に係る連動状況 

（３） 上場ＥＴＦの一口あたりの純資産額と

特定の指標の変動に係る連動状況 

（４） （略） （４） （略） 

２・３ （略） ２・３ （略） 

  

（上場内国アクティブ運用型ＥＴＦに関する情

報の提供） 

 

第１１０７条の４ 上場内国アクティブ運用型Ｅ

ＴＦに係る管理会社は、当該上場内国アクティ

ブ運用型ＥＴＦに関する次の各号に掲げる情報

を公衆による閲覧ができる方法により投資者に

（新設） 
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提供するものとする。この場合における当該各

号の取扱いは施行規則で定める。 

（１） 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦの

日々の純資産総額及び一口あたりの純資産額 

（２） 日々売買立会開始前までに確定したポ

ートフォリオ情報（ＥＴＦの組入資産の明細

として施行規則で定める事項が記載された情

報をいう。以下この章において同じ。） 

（３） 当取引所が定める事項を記載した上場

内国アクティブ運用型ＥＴＦの前月における

運用実績に関する情報 

（４） その他当取引所が必要と認める事項 

 

２ 前項に規定する者は、前項の規定に基づく情

報提供の方法を記載した書面を提出するものと

し、情報提供の方法を変更する場合には、あら

かじめ変更後の方法を記載した書面を提出する

ものとする。 

３ 第１項に規定する者は、前項の規定に基づき

提出した書面を当取引所が公衆の縦覧に供する

ことに同意するものとする。 

 

  

（上場指標連動型ＥＴＦに関する書類の提出

等） 

（書類の提出等） 

第１１０８条 （略） 第１１０８条 （略） 

２ 上場指標連動型ＥＴＦ係る管理会社及び信託

受託者（外国投資証券に該当する外国ＥＴＦ及

び当該外国ＥＴＦを受託有価証券とする外国Ｅ

ＴＦ信託受益証券にあっては、外国投資法人及

び管理会社）は、前項のほか、当取引所が正当

な理由に基づき請求する書類を遅滞なく提出す

るものとし、当該書類のうち当取引所が必要と

認める書類について当取引所が公衆の縦覧に供

することに同意するものとする。 

２ 上場ＥＴＦに係る管理会社及び信託受託者

（外国投資証券に該当する外国ＥＴＦ及び当該

外国ＥＴＦを受託有価証券とする外国ＥＴＦ信

託受益証券にあっては、外国投資法人及び管理

会社）は、前項のほか、当取引所が正当な理由

に基づき請求する書類を遅滞なく提出するもの

とし、当該書類のうち当取引所が必要と認める

書類について当取引所が公衆の縦覧に供するこ

とに同意するものとする。 

  

（上場内国アクティブ運用型ＥＴＦに関する書

類の提出等） 

 

第１１０８条の２ 第１１０７条の２第１項に規

定する者が当取引所に対して行う書類の提出等

については、施行規則で定めるところによる。 

（新設） 

２ 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦに係る管理

会社及び信託受託者は、前項のほか、当取引所

が正当な理由に基づき請求する書類を遅滞なく

提出するものとし、当該書類のうち当取引所が

必要と認める書類について当取引所が公衆の縦

覧に供することに同意するものとする。 
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（実効性の確保） （実効性の確保） 

第１１１１条 第５０３条から第５０６条まで及

び第５０８条から第５１０条までの規定は、上

場ＥＴＦに対する実効性の確保について準用す

る。この場合において、第１１０７条の３及び

第１１０７条の４の規定は、第５０３条第１項

第３号、第５０４条第１項第１号、第５０８条

第１項第１号及び第５０９条第１項第１号の準

用による上場ＥＴＦに関する情報の開示に係る

規定とみなす。 

第１１１１条 第５０３条から第５０６条まで及

び第５０８条から第５１０条までの規定は、上

場ＥＴＦに対する実効性の確保について準用す

る。この場合において、第１１０７条の２の規

定は、第５０３条第１項第３号、第５０４条第

１項第１号、第５０８条第１項第１号及び第５

０９条第１項第１号の準用による上場ＥＴFに

関する情報の開示に係る規定とみなす。 

  

（上場指標連動型ＥＴＦの上場廃止基準） （上場廃止基準） 

第１１１２条 上場内国指標連動型ＥＴＦ及び上

場内国商品現物型ＥＴＦは、次の各号のいずれ

かに該当する場合に、その上場を廃止する。こ

の場合における当該各号の取扱いは施行規則で

定める。 

第１１１２条 上場内国ＥＴＦ及び上場内国商品

現物型ＥＴＦは、次の各号のいずれかに該当す

る場合に、その上場を廃止する。この場合にお

ける当該各号の取扱いは施行規則で定める。 

（１） 上場指標連動型ＥＴＦに係る管理会社

が次のａからｄまでのいずれかに該当する場

合。ただし、当該上場指標連動型ＥＴＦに係

る管理会社が行っていた業務が他の管理会社

に引き継がれ、かつ、当該他の管理会社が

「ＥＴＦ上場契約書」及び第１１０４条第１

項第３号に規定する事項について確約した書

面を提出する場合は、この限りでない。 

（１） 上場ＥＴＦに係る管理会社が次のａか

らｄまでのいずれかに該当する場合。ただ

し、当該上場ＥＴＦに係る管理会社が行って

いた業務が他の管理会社に引き継がれ、か

つ、当該他の管理会社が「ＥＴＦ上場契約

書」及び第１１０４条第１項第３号に規定す

る事項について確約した書面を提出する場合

は、この限りでない。 

ａ～ｃ （略） ａ～ｃ （略） 

ｃの２ 商品又は商品投資等取引に係る権利

に対する投資として投資信託財産の運用を

行う上場内国指標連動型ＥＴＦについて、

当該運用に係る業務を行う者でなくなった

場合 

ｃの２ 商品又は商品投資等取引に係る権利

に対する投資として投資信託財産の運用を

行う上場内国ＥＴＦについて、当該運用に

係る業務を行う者でなくなった場合 

ｃの３・ｄ （略） ｃの３・ｄ （略） 

（２） 上場指標連動型ＥＴＦに係る信託受託

者が営業の免許又は信託業務を営むことにつ

いての認可を取り消された場合。ただし、当

該上場指標連動型ＥＴＦに係る信託受託者が

行っていた業務が他の信託受託者に引き継が

れ、かつ、当該他の信託受託者が「ＥＴＦ上

場契約書」を提出する場合は、この限りでな

い。 

（２） 上場ＥＴＦに係る信託受託者が営業の

免許又は信託業務を営むことについての認可

を取り消された場合。ただし、当該上場ＥＴ

Ｆに係る信託受託者が行っていた業務が他の

信託受託者に引き継がれ、かつ、当該他の信

託受託者が「ＥＴＦ上場契約書」を提出する

場合は、この限りでない。 

（２）の２・（２）の３ （略） （２）の２・（２）の３ （略） 

（３） 上場指標連動型ＥＴＦが、次のａから

ｋまで（公社債投資信託以外の証券投資信託

の受益証券に該当する上場内国指標連動型Ｅ

ＴＦにあってはｂの（ｃ）、ｂの２からｂの

５まで及びｉの２を除き、投資信託法施行令

第１２条第１号又は第２号に掲げる投資信託

（３） 上場ＥＴＦが、次のａからｋまで（公

社債投資信託以外の証券投資信託の受益証券

に該当する上場内国ＥＴＦにあってはｂの

（ｃ）、ｂの２からｂの５まで及びｉの２を

除き、投資信託法施行令第１２条第１号又は

第２号に掲げる投資信託の受益証券に該当す
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の受益証券に該当する上場内国指標連動型Ｅ

ＴＦにあってはｂの（ｈ）、ｂの２からｂの

５まで及びｉの２を除き、上場内国商品現物

型ＥＴＦにあってはａ、ｂ及びｂの６を除

く。）のいずれかに該当する場合 

る上場内国ＥＴＦにあってはｂの（ｈ）、ｂ

の２からｂの５まで及びｉの２を除き、上場

内国商品現物型ＥＴＦにあってはａ、ｂ及び

ｂの６を除く。）のいずれかに該当する場合 

ａ 上場指標連動型ＥＴＦが、次の（ａ）又

は（ｂ）に該当する場合（（ａ）に規定す

る受益証券から（ｂ）に規定する受益証券

に変更される場合又は（ｂ）に規定する受

益証券から（ａ）に規定する受益証券に変

更される場合において、公益又は投資者保

護に欠けることがないものとして、施行規

則で定める事項を勘案し、当取引所が認め

るときを除く。） 

ａ 上場ＥＴＦが、次の（ａ）又は（ｂ）に

該当する場合（（ａ）に規定する受益証券

から（ｂ）に規定する受益証券に変更され

る場合又は（ｂ）に規定する受益証券から

（ａ）に規定する受益証券に変更される場

合において、公益又は投資者保護に欠ける

ことがないものとして、施行規則で定める

事項を勘案し、当取引所が認めるときを除

く。） 

（ａ）・（ｂ） （略） （ａ）・（ｂ） （略） 

ｂ 次の（ａ）から（ｉ）までのいずれかに

該当する投資信託約款の変更が行われる場

合 

ｂ 次の（ａ）から（ｉ）までのいずれかに

該当する投資信託約款の変更が行われる場

合 

（ａ）・（ｂ） （略） （ａ）・（ｂ） （略） 

（ｃ） 信託契約期間中において、受益者

が投資信託契約の一部解約を請求するこ

とができることとなる場合（重大な約款

の変更等がされる場合であって、当該重

大な約款の変更等に反対した受益者の請

求に基づき指標連動型ＥＴＦの買取りが

行われ、かつ、当該指標連動型ＥＴＦに

ついて投資信託契約を一部解約する請求

が行われる場合を除く。） 

（ｃ） 信託契約期間中において、受益者

が投資信託契約の一部解約を請求するこ

とができることとなる場合（重大な約款

の変更等がされる場合であって、当該重

大な約款の変更等に反対した受益者の請

求に基づきＥＴＦの買取りが行われ、か

つ、当該ＥＴＦについて投資信託契約を

一部解約する請求が行われる場合を除

く。） 

（ｄ）～（ｉ） （略） （ｄ）～（ｉ） （略） 

ｂの２ 次の（ａ）から（ｅ）までのいずれ

かに該当する信託約款の変更が行われる場

合 

ｂの２ 次の（ａ）から（ｅ）までのいずれ

かに該当する信託約款の変更が行われる場

合 

（ａ）・（ｂ） （略） （ａ）・（ｂ） （略） 

（ｃ） 信託契約期間中において、受益者

が信託契約の一部解約を請求することが

できることとなる場合（重要な信託の変

更等がされる場合であって、当該重要な

信託の変更等に反対した受益者の請求に

基づき指標連動型ＥＴＦの買取りが行わ

れ、かつ、当該指標連動型ＥＴＦについ

て信託契約を一部解約する請求が行われ

る場合を除く。） 

（ｃ） 信託契約期間中において、受益者

が信託契約の一部解約を請求することが

できることとなる場合（重要な信託の変

更等がされる場合であって、当該重要な

信託の変更等に反対した受益者の請求に

基づきＥＴＦの買取りが行われ、かつ、

当該ＥＴＦについて信託契約を一部解約

する請求が行われる場合を除く。） 

（ｃ）の２～（ｅ） （略） （ｃ）の２～（ｅ） （略） 

ｂの３ 上場指標連動型ＥＴＦに係る信託契

約が、一の管理会社と一の信託受託者との

間で締結されるものでなくなる場合（管理

会社が信託受託者である場合を除く。） 

ｂの３ 上場ＥＴＦに係る信託契約が、一の

管理会社と一の信託受託者との間で締結さ

れるものでなくなる場合（管理会社が信託

受託者である場合を除く。） 
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ｂの４ 上場指標連動型ＥＴＦが信託法第２

条第１２項に規定する限定責任信託となる

場合 

ｂの４ 上場ＥＴＦが信託法第２条第１２項

に規定する限定責任信託となる場合 

ｂの５ （略） ｂの５ （略） 

ｂの６ 当該上場指標連動型ＥＴＦが指標連

動有価証券等組入型ＥＴＦである場合にあ

っては、次の（ａ）又は（ｂ）に該当する

場合 

ｂの６ 当該上場ＥＴＦが指標連動有価証券

等組入型ＥＴＦである場合にあっては、次

の（ａ）又は（ｂ）に該当する場合 

（ａ） 当該上場指標連動型ＥＴＦに係る

カウンター・パーティーの財務状況の悪

化として施行規則で定める状態になった

場合において、当取引所が当該状態にな

ったと認める日から１年を経過する日ま

での期間（以下この（ａ）において「猶

予期間」という。）に、当該投資信託財

産等が当該カウンター・パーティーが発

行若しくは保証する有価証券又は当該カ

ウンター・パーティーを契約の相手方若

しくは当該カウンター・パーティーが保

証する契約に係る権利以外の資産に変更

されないとき。ただし、当取引所が猶予

期間の経過を待つことが適当でないと認

めたときは、当取引所がその都度定める

ところによる。 

（ａ） 当該上場ＥＴＦに係るカウンタ

ー・パーティーの財務状況の悪化として

施行規則で定める状態になった場合にお

いて、当取引所が当該状態になったと認

める日から１年を経過する日までの期間

（以下この（ａ）において「猶予期間」

という。）に、当該投資信託財産等が当

該カウンター・パーティーが発行若しく

は保証する有価証券又は当該カウンタ

ー・パーティーを契約の相手方若しくは

当該カウンター・パーティーが保証する

契約に係る権利以外の資産に変更されな

いとき。ただし、当取引所が猶予期間の

経過を待つことが適当でないと認めたと

きは、当取引所がその都度定めるところ

による。 

（ｂ） （略） （ｂ） （略） 

ｃ・ｄ （略） ｃ・ｄ （略） 

ｅ 上場指標連動型ＥＴＦの一口あたりの純

資産額と特定の指標の相関係数が０．９未

満となった場合において、１年以内に０．

９以上とならないとき 

ｅ 上場ＥＴＦの一口あたりの純資産額と特

定の指標の相関係数が０．９未満となった

場合において、１年以内に０．９以上とな

らないとき 

ｆ ２人以上の公認会計士又は監査法人によ

る監査証明府令第３条第１項の監査報告書

又は中間監査報告書を添付した有価証券報

告書又は半期報告書を、法第２４条第１項

又は第２４条の５第１項に定める期間の経

過後１か月以内（天災地変等、上場指標連

動型ＥＴＦに係る管理会社の責めに帰すべ

からざる事由によるものである場合は、３

か月以内）に、内閣総理大臣等に提出しな

かった場合 

ｆ ２人以上の公認会計士又は監査法人によ

る監査証明府令第３条第１項の監査報告書

又は中間監査報告書を添付した有価証券報

告書又は半期報告書を、法第２４条第１項

又は第２４条の５第１項に定める期間の経

過後１か月以内（天災地変等、上場ＥＴＦ

に係る管理会社の責めに帰すべからざる事

由によるものである場合は、３か月以内）

に、内閣総理大臣等に提出しなかった場合 

ｇ 次の（ａ）又は（ｂ）に該当する場合 ｇ 次の（ａ）又は（ｂ）に該当する場合 

（ａ） 上場指標連動型ＥＴＦに係る有価

証券報告書等に虚偽記載を行った場合で

あって、直ちに上場を廃止しなければ市

場の秩序を維持することが困難であるこ

とが明らかであると当取引所が認めると

き 

（ａ） 上場ＥＴＦに係る有価証券報告書

等に虚偽記載を行った場合であって、直

ちに上場を廃止しなければ市場の秩序を

維持することが困難であることが明らか

であると当取引所が認めるとき 
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（ｂ） 上場指標連動型ＥＴＦに係る財務

諸表等に添付される監査報告書又は中間

財務諸表等に添付される中間監査報告書

において、公認会計士等によって、監査

報告書については「不適正意見」又は

「意見の表明をしない」旨が、中間監査

報告書については「中間財務諸表等が有

用な情報を表示していない意見」又は

「意見の表明をしない」旨が記載された

場合であって、直ちに上場を廃止しなけ

れば市場の秩序を維持することが困難で

あることが明らかであると当取引所が認

めるとき。ただし、「意見の表明をしな

い」旨が記載された場合であって、当該

記載が天災地変等、上場指標連動型ＥＴ

Ｆに係る管理会社の責めに帰すべからざ

る事由によるものであるときを除く。 

（ｂ） 上場ＥＴＦに係る財務諸表等に添

付される監査報告書又は中間財務諸表等

に添付される中間監査報告書において、

公認会計士等によって、監査報告書につ

いては「不適正意見」又は「意見の表明

をしない」旨が、中間監査報告書につい

ては「中間財務諸表等が有用な情報を表

示していない意見」又は「意見の表明を

しない」旨が記載された場合であって、

直ちに上場を廃止しなければ市場の秩序

を維持することが困難であることが明ら

かであると当取引所が認めるとき。ただ

し、「意見の表明をしない」旨が記載さ

れた場合であって、当該記載が天災地変

等、上場ＥＴＦに係る管理会社の責めに

帰すべからざる事由によるものであると

きを除く。 

ｈ 上場指標連動型ＥＴＦに係る上場契約を

締結した者が上場契約について重大な違反

を行った場合として施行規則で定める場

合、第１１０３条第１項の規定により提出

した宣誓書において宣誓した事項について

重大な違反を行った場合又は上場契約を締

結すべき者が上場契約の当事者でなくなる

こととなった場合 

ｈ 上場ＥＴＦに係る上場契約を締結した者

が上場契約について重大な違反を行った場

合として施行規則で定める場合、第１１０

３条第１項の規定により提出した宣誓書に

おいて宣誓した事項について重大な違反を

行った場合又は上場契約を締結すべき者が

上場契約の当事者でなくなることとなった

場合 

ｉ 上場指標連動型ＥＴＦに係る投資信託契

約又は信託契約が終了となる場合 

ｉ 上場ＥＴＦに係る投資信託契約又は信託

契約が終了となる場合 

ｉの２ 上場指標連動型ＥＴＦに係る信託が

分割されることとなる場合 

ｉの２ 上場ＥＴＦに係る信託が分割される

こととなる場合 

ｉの３ 上場指標連動型ＥＴＦに係る特定の

指標がなくなった場合 

ｉの３ 上場ＥＴＦに係る特定の指標がなく

なった場合 

ｉの４ 上場指標連動型ＥＴＦに係る特定の

指標が新たな指標へ変更される場合その他

これに類する場合であって、変更後の指標

が第１１０４条第１項第２号ｄ（同条第２

項第１号、同条第３項第１号、同条第４項

第１号、同条第５項第１号又は同条第６項

の規定による場合を含む。）に適合しない

と当取引所が認めるとき又は当該指標の変

更が上場指標連動型ＥＴＦの商品性に著し

い影響を及ぼすものと当取引所が認めると

き 

ｉの４ 上場ＥＴＦに係る特定の指標が新た

な指標へ変更される場合その他これに類す

る場合であって、変更後の指標が第１１０

４条第１項２号ｄ（同条第２項第１号、同

条第３項第１号、同条第４項第１号、同条

第５項第１号又は同条第６項の規定による

場合を含む。）に適合しないと当取引所が

認めるとき又は当該指標の変更が上場ＥＴ

Ｆの商品性に著しい影響を及ぼすものと当

取引所が認めるとき 

ｊ 当該上場指標連動型ＥＴＦが指定振替機

関の振替業における取扱いの対象とならな

いこととなった場合 

ｊ 当該上場ＥＴＦが指定振替機関の振替業

における取扱いの対象とならないこととな

った場合 

ｋ ａから前ｊまでのほか、公益又は投資者

保護のため、当取引所が当該上場指標連動

型ＥＴＦの上場廃止を適当と認めた場合 

ｋ ａから前ｊまでのほか、公益又は投資者

保護のため、当取引所が当該上場ＥＴＦの

上場廃止を適当と認めた場合 
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２ 上場外国ＥＴＦ（外国投資証券に該当するも

のを除く。）、上場外国ＥＴＦ信託受益証券

（外国投資証券に該当する外国ＥＴＦを受託有

価証券とするものを除く。）、上場外国商品現

物型ＥＴＦ及び上場外国商品現物型ＥＴＦ信託

受益証券は、次の各号のいずれかに該当する場

合に、その上場を廃止する。この場合における

当該各号の取扱いは施行規則で定める。 

２ 上場外国ＥＴＦ（外国投資証券に該当するも

のを除く。）、上場外国ＥＴＦ信託受益証券

（外国投資証券に該当する外国ＥＴＦを受託有

価証券とするものを除く。）、上場外国商品現

物型ＥＴＦ及び上場外国商品現物型ＥＴＦ信託

受益証券は、次の各号のいずれかに該当する場

合に、その上場を廃止する。この場合における

当該各号の取扱いは施行規則で定める。 

（１） 上場指標連動型ＥＴＦに係る管理会社

が管理会社としての業務に必要な免許、認可

又は登録等が、内閣総理大臣等により失効、

取消し又は変更登録等を受け、管理会社とし

ての業務を行わないこととなった場合。ただ

し、当該上場指標連動型ＥＴＦに係る管理会

社が行っていた業務が他の管理会社に引き継

がれ、かつ、当該他の管理会社が「ＥＴＦ上

場契約書」及び第１１０４条第２項第１号、

第３項第１号、第５項第１号又は第６項の規

定において適用する同条第１項第３号に規定

する事項について確約した書面を提出する場

合は、この限りでない。 

（１） 上場ＥＴＦに係る管理会社が管理会社

としての業務に必要な免許、認可又は登録等

が、内閣総理大臣等により失効、取消し又は

変更登録等を受け、管理会社としての業務を

行わないこととなった場合。ただし、当該上

場ＥＴＦに係る管理会社が行っていた業務が

他の管理会社に引き継がれ、かつ、当該他の

管理会社が「ＥＴＦ上場契約書」及び第１１

０４条第２項第１号、第３項第１号、第５項

第１号又は第６項の規定において適用する同

条第１項第３号に規定する事項について確約

した書面を提出する場合は、この限りでな

い。 

（２） 上場指標連動型ＥＴＦに係る信託受託

者が前項第２号に該当する場合 

（２） 上場ＥＴＦに係る信託受託者が前項第

２号に該当する場合 

（３） 上場指標連動型ＥＴＦの銘柄が、次の

ａからｆまでのいずれかに該当する場合 

（３） 上場ＥＴＦの銘柄が、次のａからｆま

でのいずれかに該当する場合 

ａ 前項第３号ｅからｉの４までのいずれか

に該当する場合。この場合において、前項

第３号ｉ、ｉの３及びｉの４中「上場指標

連動型ＥＴＦ」とあるのは「上場指標連動

型ＥＴＦ（上場外国ＥＴＦ信託受益証券又

は上場外国商品現物型ＥＴＦ信託受益証券

にあっては、受託有価証券である外国ＥＴ

Ｆ又は外国商品現物型ＥＴＦ）」と、前項

第３号ｉの２中「上場指標連動型ＥＴＦ」

とあるのは「上場指標連動型ＥＴＦ（上場

外国ＥＴＦ信託受益証券又は上場外国商品

現物型ＥＴＦ信託受益証券にあっては、受

託有価証券である外国ＥＴＦ又は外国商品

現物型ＥＴＦを含む。）」と、それぞれ読

み替えるものとする。 

ａ 前項第３号ｅからｉの４までのいずれか

に該当する場合。この場合において、前項

第３号ｉ、ｉの３及びｉの４中「上場ＥＴ

Ｆ」とあるのは「上場ＥＴＦ（上場外国Ｅ

ＴＦ信託受益証券又は上場外国商品現物型

ＥＴＦ信託受益証券にあっては、受託有価

証券である外国ＥＴＦ又は外国商品現物型

ＥＴＦ）」と、前項第３号ｉの２中「上場

ＥＴＦ」とあるのは「上場ＥＴＦ（上場外

国ＥＴＦ信託受益証券又は上場外国商品現

物型ＥＴＦ信託受益証券にあっては、受託

有価証券である外国ＥＴＦ又は外国商品現

物型ＥＴＦを含む。）」と、それぞれ読み

替えるものとする。 

ｂ （略） ｂ （略） 

ｃ 当該上場指標連動型ＥＴＦが指定振替機

関の外国株券等保管振替決済業務又は振替

業における取扱いの対象とならないことと

なった場合 

ｃ 当該上場ＥＴＦが指定振替機関の外国株

券等保管振替決済業務又は振替業における

取扱いの対象とならないこととなった場合 

ｄ 当該上場指標連動型ＥＴＦ（上場外国Ｅ

ＴＦ及び上場外国商品現物型ＥＴＦにあっ

ては当該銘柄を受託有価証券とする外国Ｅ

ｄ 当該上場ＥＴＦ（上場外国ＥＴＦ及び上

場外国商品現物型ＥＴＦにあっては当該銘

柄を受託有価証券とする外国ＥＴＦ信託受
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ＴＦ信託受益証券及び外国商品現物型ＥＴ

Ｆ信託受益証券を含み、上場外国ＥＴＦ信

託受益証券及び上場外国商品現物型ＥＴＦ

信託受益証券にあっては受託有価証券であ

る外国ＥＴＦ及び外国商品現物型ＥＴＦを

含む。以下このｄにおいて同じ。）が上場

若しくは継続的に取引される全ての外国金

融商品取引所等において当該上場指標連動

型ＥＴＦの上場廃止が決定された場合又は

外国金融商品取引所等における当該上場指

標連動型ＥＴＦの相場を即時に入手するこ

とができない状態となったと当取引所が認

めた場合。ただし、当該上場指標連動型Ｅ

ＴＦの外国金融商品取引所等における上場

廃止の理由等又は当取引所における流通の

状況その他の事由を勘案して、上場を廃止

することが適当でないと認められるとき

は、この限りでない。 

益証券及び外国商品現物型ＥＴＦ信託受益

証券を含み、上場外国ＥＴＦ信託受益証券

及び上場外国商品現物型ＥＴＦ信託受益証

券にあっては受託有価証券である外国ＥＴ

Ｆ及び外国商品現物型ＥＴＦを含む。以下

このｄにおいて同じ。）が上場若しくは継

続的に取引される全ての外国金融商品取引

所等において当該上場ＥＴＦの上場廃止が

決定された場合又は外国金融商品取引所等

における当該上場ＥＴＦの相場を即時に入

手することができない状態となったと当取

引所が認めた場合。ただし、当該上場ＥＴ

Ｆの外国金融商品取引所等における上場廃

止の理由等又は当取引所における流通の状

況その他の事由を勘案して、上場を廃止す

ることが適当でないと認められるときは、

この限りでない。 

ｅ・ｆ （略） ｅ・ｆ （略） 

 ３ 上場外国ＥＴＦ（外国投資証券に該当する

ものに限る。）及び上場外国ＥＴＦ信託受益

証券（外国投資証券に該当する外国ＥＴＦを

受託有価証券とするものに限る。）は、次の

各号のいずれかに該当する場合に、その上場

を廃止する。この場合における当該各号の取

扱いは施行規則で定める。 

３ 上場外国ＥＴＦ（外国投資証券に該当するも

のに限る。）及び上場外国ＥＴＦ信託受益証券

（外国投資証券に該当する外国ＥＴＦを受託有

価証券とするものに限る。）は、次の各号のい

ずれかに該当する場合に、その上場を廃止す

る。この場合における当該各号の取扱いは施行

規則で定める。 

（１） 上場指標連動型ＥＴＦに係る外国投資

法人が投資信託法第２２２条に規定する解散

事由に該当する場合 

（１） 上場ＥＴＦに係る外国投資法人が投資

信託法第２２２条に規定する解散事由に該当

する場合 

（２） 上場指標連動型ＥＴＦに係る外国投資

法人が法律の規定に基づく破産手続若しくは

再生手続を必要とするに至った場合又はこれ

に準じる状態になった場合 

（２） 上場ＥＴＦに係る外国投資法人が法律

の規定に基づく破産手続若しくは再生手続を

必要とするに至った場合又はこれに準じる状

態になった場合 

（３） 上場指標連動型ＥＴＦに係るファンド

が規約又はこれに類する書類に定める事由に

基づき終了する場合 

（３） 上場ＥＴＦに係るファンドが規約又は

これに類する書類に定める事由に基づき終了

する場合 

（４） 上場指標連動型ＥＴＦに係る管理会社

が管理会社としての業務に必要な免許、認可

又は登録等が、内閣総理大臣等により失効、

取消し又は変更登録等を受け、管理会社とし

ての業務を行わないこととなった場合。ただ

し、当該上場指標連動型ＥＴＦに係る管理会

社が行っていた業務が他の管理会社に引き継

がれ、かつ、当該他の管理会社が「ＥＴＦ上

場契約書」を提出する場合は、この限りでな

い。 

（４） 上場ＥＴＦに係る管理会社が管理会社

としての業務に必要な免許、認可又は登録等

が、内閣総理大臣等により失効、取消し又は

変更登録等を受け、管理会社としての業務を

行わないこととなった場合。ただし、当該上

場ＥＴＦに係る管理会社が行っていた業務が

他の管理会社に引き継がれ、かつ、当該他の

管理会社が「ＥＴＦ上場契約書」を提出する

場合は、この限りでない。 

（５） 上場指標連動型ＥＴＦの銘柄が、次の

ａからｆまでのいずれかに該当する場合 

（５） 上場ＥＴＦの銘柄が、次のａからｆま

でのいずれかに該当する場合 
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ａ （略） ａ （略） 

ｂ 上場指標連動型ＥＴＦに係る外国投資法

人において、次の（ａ）から（ｃ）までの

いずれかに該当する規約又はこれに類する

書類の変更が行われる場合 

ｂ 上場ＥＴＦに係る外国投資法人におい

て、次の（ａ）から（ｃ）までのいずれか

に該当する規約又はこれに類する書類の変

更が行われる場合 

（ａ）～（ｃ） （略） （ａ）～（ｃ） （略） 

ｂの２ （略） ｂの２ （略） 

ｃ 当該上場指標連動型ＥＴＦが指定振替機

関の外国株券等保管振替決済業務又は振替

業における取扱いの対象とならないことと

なった場合 

ｃ 当該上場ＥＴＦが指定振替機関の外国株

券等保管振替決済業務又は振替業における

取扱いの対象とならないこととなった場合 

ｄ 当該上場指標連動型ＥＴＦ（上場外国Ｅ

ＴＦにあっては当該銘柄を受託有価証券と

する外国ＥＴＦ信託受益証券を含み、上場

外国ＥＴＦ信託受益証券にあっては受託有

価証券である外国ＥＴＦを含む。以下この

ｄにおいて同じ。）が上場若しくは継続的

に取引される全ての外国金融商品取引所等

において当該上場指標連動型ＥＴＦの上場

廃止が決定された場合又は外国金融商品取

引所等における当該上場指標連動型ＥＴＦ

の相場を即時に入手することができない状

態となったと当取引所が認めた場合。ただ

し、当該上場指標連動型ＥＴＦの外国金融

商品取引所等における上場廃止の理由等又

は当取引所における流通の状況その他の事

由を勘案して、上場を廃止することが適当

でないと認められるときは、この限りでな

い。 

ｄ 当該上場ＥＴＦ（上場外国ＥＴＦにあっ

ては当該銘柄を受託有価証券とする外国Ｅ

ＴＦ信託受益証券を含み、上場外国ＥＴＦ

信託受益証券にあっては受託有価証券であ

る外国ＥＴＦを含む。以下このｄにおいて

同じ。）が上場若しくは継続的に取引され

る全ての外国金融商品取引所等において当

該上場ＥＴＦの上場廃止が決定された場合

又は外国金融商品取引所等における当該上

場ＥＴＦの相場を即時に入手することがで

きない状態となったと当取引所が認めた場

合。ただし、当該上場ＥＴＦの外国金融商

品取引所等における上場廃止の理由等又は

当取引所における流通の状況その他の事由

を勘案して、上場を廃止することが適当で

ないと認められるときは、この限りでな

い。 

ｅ・ｆ （略） ｅ・ｆ （略） 

４ （略） ４ （略） 

  

（上場内国アクティブ運用型ＥＴＦの上場廃止

基準） 

 

第１１１２条の２ 上場内国アクティブ運用型Ｅ

ＴＦは、次の各号のいずれかに該当する場合

に、その上場を廃止する。この場合における当

該各号の取扱いは施行規則で定める。 

（新設） 

（１） 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦに係

る管理会社が次のａからｆまでのいずれかに

該当する場合 

 

ａ 法第５０条の２第２項の規定により、金

融商品取引業又は登録金融機関業務の登録

が失効した場合 

ｂ 法第５２条第１項、第５２条の２第１項

又は第５４条の規定により、金融商品取引
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業又は登録金融機関業務の登録を取り消さ

れた場合 

ｃ 法第３１条第４項に規定する変更登録を

受けることにより投資運用業を行う者でな

くなった場合 

ｄ 商品投資等取引に係る権利に対する投資

として投資信託財産の運用を行う上場内国

アクティブ運用型ＥＴＦについて、当該運

用に係る業務を行う者でなくなった場合 

ｅ 登録金融機関業務に係る業務の内容又は

方法の変更により、投資運用業を行うもの

でなくなった場合 

ｆ 一般社団法人投資信託協会の会員でなく

なった場合（管理会社が登録金融機関であ

る場合を除く。） 

（２） 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦに係

る信託受託者が営業の免許又は信託業務を営

むことについての認可を取り消された場合。

ただし、当該上場内国アクティブ運用型ＥＴ

Ｆに係る信託受託者が行っていた業務が他の

信託受託者に引き継がれ、かつ、当該他の信

託受託者が「ＥＴＦ上場契約書」を提出する

場合は、この限りでない。 

 

（３） 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦが、

次のａからｈまでのいずれかに該当する場合 

 

ａ 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦが、公

社債投資信託以外の証券投資信託の受益証

券でなくなる場合 

 

ｂ 次の（ａ）から（ｊ）までのいずれかに

該当する投資信託約款の変更が行われる場

合 

 

（ａ） 投資信託財産等の一口あたりの純

資産額の変動率を特定の指標の変動率に

一致させるよう運用する旨の定めが設け

られる場合 

（ｂ） 投資信託契約の期間の定めが設け

られる場合 

（ｃ） 計算期間が１か月未満となる場合 

（ｄ） 受益証券の取得の申込みの勧誘が

公募により行われる旨の定めがなくなる

場合 

（ｅ） 受益証券が金融商品取引所に上場

される旨の定めがなくなる場合 

（ｆ） すべての金融商品取引所において

受益証券の上場が廃止された場合には、

その廃止された日に投資信託を終了する

ための手続を開始する旨の定めがなくな

る場合 
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（ｇ） 受益者の請求により信託契約期間

中に投資信託契約の一部解約をする場合

には、管理会社は信託受託者に対し、投

資信託財産等に属する有価証券その他の

資産のうち当該一部解約に係る受益証券

の当該投資信託財産等に対する持分に相

当するものについて換価を行うよう指図

する旨の定めがなくなる場合 

（ｈ） 基準価額の変動を条件に投資信託

契約を解約する旨の定め（基準価額が正

でなくなった場合に投資信託契約を解約

する旨の定めその他の当取引所が適当と

認める定めを除く。）が設けられる場合 

（ｉ） 次のイからハまでに掲げる目的に

よるものを除き、法第２条第２０項に規

定するデリバティブ取引に係る権利又は

商品投資等取引に係る権利に対する投資

として運用を行うものではない旨の定め

がなくなる場合 

 

イ 投資信託が投資の対象とする資産を

保有した場合と同様の損益を実現する

目的 

ロ 投資信託の資産又は負債に係る価格

変動及び金利変動により生じるリスク

を減じる目的 

ハ 先物外国為替取引により、投資信託

の資産又は負債について為替相場の変

動により生じるリスクを減じる目的 

 

（ｊ） 一般社団法人投資信託協会の定め

る投資信託等の運用に関する規則第１７

条の２の要件を満たす投資制限がなくな

る場合 

 

ｃ 当該上場内国アクティブ運用型ＥＴＦが

指標連動有価証券等組入型ＥＴＦである場

合にあっては、前条第１項第３号ｂの６に

該当する場合（この場合において、同号ｂ

の６中「上場指標連動型ＥＴＦ」とあるの

は「上場内国アクティブ運用型ＥＴＦ」と

読み替える。） 

 

ｄ 前条第１項第３号ｃに該当する場合  

ｅ 前条第１項第３号ｄに該当する場合 

ｆ 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦの純資

産総額の年間平均が、１０億円未満となっ

た場合において、１年以内に１０億円以上

とならないとき。ただし、市況全般が急激

に悪化した場合であって、当取引所がこの

基準によることが適当でないと認めたとき
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は、当取引所がその都度定めるところによ

るものとする。 

ｇ 前条第１項第３号ｆからｉまで又はｊ若

しくはｋのいずれかに該当する場合（この

場合において、同号ｆからｉまで並びに同

号ｊ及びｋ中「上場指標連動型ＥＴＦ」と

あるのは「上場内国アクティブ運用型ＥＴ

Ｆ」と読み替える。） 

ｈ 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦのポー

トフォリオ情報が継続して１か月間投資者

に提供されていない場合。ただし、天災地

変等、上場内国アクティブ運用型ＥＴＦに

係る管理会社の責めに帰すべからざる事由

により、当該ポートフォリオ情報の提供が

困難であると当取引所が認める場合を除

く。 

 

  

（２０２２年ウクライナ情勢の影響を踏まえた

情報の提供の特例） 

（２０２２年ウクライナ情勢の影響を踏まえた

情報の提供の特例） 

第１１２０条 第１１０７条の３及び第１１０７

条の４の規定にかかわらず、上場ＥＴＦに係る

管理会社（外国投資証券に該当する外国ＥＴＦ

及び当該外国ＥＴＦを受託有価証券とする外国

ＥＴＦ信託受益証券にあっては、外国投資法人

及び管理会社）は、これらの規定に定める情報

のうち２０２２年ウクライナ情勢の影響を勘案

してその提供を求めることが適当でないと当取

引所が認めるものについて、当該情報の提供を

要しないものとする。 

第１１２０条 第１１０７条の２の規定にかかわ

らず、上場ＥＴＦに係る管理会社（外国投資証

券に該当する外国ＥＴＦ及び当該外国ＥＴＦを

受託有価証券とする外国ＥＴＦ信託受益証券に

あっては、外国投資法人及び管理会社）は、同

条に定める情報のうち２０２２年ウクライナ情

勢の影響を勘案してその提供を求めることが適

当でないと当取引所が認めるものについて、当

該情報の提供を要しないものとする。 

  

（２０２２年ウクライナ情勢の影響を踏まえた

書類の提出等の特例） 

（２０２２年ウクライナ情勢の影響を踏まえた

書類の提出等の特例） 

第１１２１条 第１１０８条及び第１１０８条の

２の規定にかかわらず、上場ＥＴＦに係る管理

会社（外国投資証券に該当する外国ＥＴＦ及び

当該外国ＥＴＦを受託有価証券とする外国ＥＴ

Ｆ信託受益証券にあっては、外国投資法人及び

管理会社）は、これらの規定に基づく書類のう

ち２０２２年ウクライナ情勢の影響を勘案して

その提出を求めることが適当でないと当取引所

が認めるものについて、当該書類の提出を要し

ないものとする。 

 

第１１２１条 第１１０８条の規定にかかわら

ず、上場ＥＴＦに係る管理会社（外国投資証券

に該当する外国ＥＴＦ及び当該外国ＥＴＦを受

託有価証券とする外国ＥＴＦ信託受益証券にあ

っては、外国投資法人及び管理会社）は、同条

の規定に基づく書類のうち２０２２年ウクライ

ナ情勢の影響を勘案してその提出を求めること

が適当でないと当取引所が認めるものについ

て、当該書類の提出を要しないものとする。 

（２０２２年ウクライナ情勢の影響を踏まえた

上場廃止基準の特例） 

（２０２２年ウクライナ情勢の影響を踏まえた

上場廃止基準の特例） 

第１１２２条 上場ＥＴＦについて、第１１１２

条及び第１１１２条の２に定める基準のうち２

第１１２２条 上場ＥＴＦについて、第１１１２

条に定める基準のうち２０２２年ウクライナ情
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０２２年ウクライナ情勢の影響を勘案してその

基準によることが適当でないと当取引所が認め

たものについては、当該基準を適用しない。 

勢の影響を勘案してその基準によることが適当

でないと当取引所が認めたものについては、当

該基準を適用しない。 

  

  

付  則  

この改正規定は、令和５年６月３０日から

施行する。 
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業務規程の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

 （売買の種類） （売買の種類） 

第９条 売買立会による売買の種類は、次の各号

に掲げる有価証券の区分に従い、当該各号に定

める取引とする。 

第９条 売買立会による売買の種類は、次の各号

に掲げる有価証券の区分に従い、当該各号に定

める取引とする。 

（１）～（２） （略） （１）～（２） （略） 

（３） 投資信託受益証券（第４号に規定する

有価証券等投資信託受益証券を除く。） 

（３） 投資信託受益証券（第４号に規定する

指標連動型投資信託受益証券を除く。） 

ａ～ｃ （略） ａ～ｃ （略） 

（３）の２ （略） （３）の２ （略） 

（４） 有価証券等投資信託受益証券（法第２

条第１項第１０号に規定する投資信託の受益

証券であって、投資信託財産を主として有価

証券、デリバティブ取引に係る権利、商品又

は商品投資等取引（投資信託法施行令第３条

第１０号に規定する商品投資等取引をいう。

以下同じ。）に係る権利に対する投資として

運用することを目的とする投資信託に係るも

のをいう。以下同じ。）、外国投資信託受益証

券、外国投資証券、外国証券信託受益証券

（内国法人の発行するＥＴＮを信託財産とす

るものに限る。）及び内国商品信託受益証券 

（４） 指標連動型投資信託受益証券（投資信

託財産の一口あたりの純資産額の変動率を特

定の指標の変動率に一致させるよう運用する

投資信託の受益証券をいう。以下同じ。）、外

国投資信託受益証券、外国投資証券、外国証

券信託受益証券（内国法人の発行するＥＴＮ

を信託財産とするものに限る。）及び内国商

品信託受益証券 

ａ・ｂ （略） ａ・ｂ （略） 

（５） （略） （５） （略） 

２～７ （略） ２～７ （略） 

  

 （公開買付期間中における自己買付け） （公開買付期間中における自己買付け） 

第６６条 施行令第１２条第２号及び同第１４条

の３の７第５号に規定する金融商品取引所の定

める規則において有価証券の流通の円滑化を図

るため認められている買付けは、当取引所の市

場における次の各号に掲げる買付けとする。 

第６６条 施行令第１２条第２号及び同第１４条

の３の７第５号に規定する金融商品取引所の定

める規則において有価証券の流通の円滑化を図

るため認められている買付けは、当取引所の市

場における次の各号に掲げる買付けとする。 

（１）～（５） （略） （１）～（５） （略） 

 （６） 投資信託受益証券（有価証券等投資信

託受益証券に限る。以下この号から第８号ま

で及び次条第９号において同じ。）に係る価

格の水準と当該投資信託受益証券に係る指標

（当該投資信託受益証券が指標非連動型投資

信託受益証券（投資信託受益証券のうち、投

資信託財産の一口あたりの純資産額の変動率

を一致させるべき特定の指標が存在しないも

のをいう。以下同じ。）である場合にあって

は、当該指標非連動型投資信託受益証券の投

（６） 投資信託受益証券（投資信託財産の一

口あたりの純資産額の変動率を有価証券の価

格に基づき算出される特定の指標の変動率に

一致させるよう運用する投資信託に係る指標

連動型投資信託受益証券に限る。以下この号

から第８号まで及び次条第９号において同

じ。）に係る価格の水準と当該投資信託受益

証券に係る指標との水準の関係を利用して行

う次のａからｃまでに掲げる取引に係る買付

け（次条において「投資信託受益証券に係る
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資信託財産の一口当たりの純資産額。以下同

じ。）との水準の関係を利用して行う次のａ

からｃまでに掲げる取引に係る買付け（次条

において「投資信託受益証券に係る価格水準

と指標との水準の関係を利用した買付け」と

いう。） 

価格水準と指標との水準の関係を利用した買

付け」という。） 

ａ 投資信託受益証券の売付けを行うととも

に、当該売付価額の範囲内で指標連動有価

証券（その価額の合計額の変動が当該投資

信託受益証券に係る指標の変動に近似する

ように選定した有価証券をいう。以下同

じ。）（当該投資信託受益証券が指標非連動

型投資信託受益証券である場合にあって

は、保有有価証券（その構成割合が当該投

資信託受益証券の投資信託財産を構成する

有価証券の構成割合に近似するように選定

した有価証券をいう。）をいう。以下同

じ。）の買付け（当該指標連動有価証券が

銘柄の異なる複数の有価証券である場合

は、当該銘柄の異なる複数の有価証券の買

付けに限る。以下次号までにおいて同

じ。）を行う取引 

ａ 投資信託受益証券の売付けを行うととも

に、当該売付価額の範囲内で指標連動有価

証券（その価額の合計額の変動が当該投資

信託受益証券に係る指標の変動に近似する

ように選定した有価証券をいう。以下同

じ。）の買付け（当該指標連動有価証券が

銘柄の異なる複数の有価証券である場合

は、当該銘柄の異なる複数の有価証券の買

付けに限る。以下次号までにおいて同

じ。）を行う取引 

ｂ （略） ｂ （略） 

ｃ  ａに掲げる取引を行っている場合又は

前ｂに規定する場合における、指標の変動

への近似を保つために有価証券の買付けを

行う取引（指標の算出方法若しくは指標の

構成銘柄（当該投資信託受益証券が指標非

連動型投資信託受益証券である場合にあっ

ては、当該指標非連動型投資信託受益証券

の投資信託財産の構成銘柄をいう。以下同

じ。）の変更が行われた場合又は指標の構

成銘柄について当該指標の算出に用いられ

る数値に変動が生じた場合に、指標連動有

価証券の価額の合計額の変動が当該指標の

変動への近似を保つために有価証券の買付

けを行う取引をいう。以下同じ。） 

ｃ  ａに掲げる取引を行っている場合又は

前ｂに規定する場合における、指標の変動

への近似を保つために有価証券の買付けを

行う取引（指標の算出方法若しくは指標の

構成銘柄の変更が行われた場合又は指標の

構成銘柄について当該指標の算出に用いら

れる数値に変動が生じた場合に、指標連動

有価証券の価額の合計額の変動が当該指標

の変動への近似を保つために有価証券の買

付けを行う取引をいう。以下同じ。） 

（７）～（１４） （略） （７）～（１４） （略） 

  

 （外国株券等の円滑な流通の確保） （外国株券等の円滑な流通の確保） 

第６８条 外国株券、投資信託受益証券、投資証

券、内国商品信託受益証券、転換社債型新株予

約権付社債券及び交換社債券（以下この条にお

いて「外国株券等」という。）について、幹事

金融商品取引業者等（幹事である金融商品取引

業者をいい、有価証券等投資信託受益証券及び

内国商品信託受益証券にあっては、指定参加者

（募集の取扱いを行う者をいう。）をいい、外

第６８条 外国株券、投資信託受益証券、投資証

券、内国商品信託受益証券、転換社債型新株予

約権付社債券及び交換社債券（以下この条にお

いて「外国株券等」という。）について、幹事

金融商品取引業者等（幹事である金融商品取引

業者をいい、指標連動型投資信託受益証券及び

内国商品信託受益証券にあっては、指定参加者

（募集の取扱いを行う者をいう。）をいい、外
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国投資信託受益証券、外国投資証券、外国証券

信託受益証券（外国法人の発行する株券を信託

財産とするものを除く。）及び外国受益証券発

行信託の受益証券にあっては、当取引所が定め

るところにより当取引所が指定する取引参加者

をいう。）である取引参加者は、当取引所の市

場における当該外国株券等の円滑な流通の確保

に努めるものとする。 

国投資信託受益証券、外国投資証券、外国証券

信託受益証券（外国法人の発行する株券を信託

財産とするものを除く。）及び外国受益証券発

行信託の受益証券にあっては、当取引所が定め

るところにより当取引所が指定する取引参加者

をいう。）である取引参加者は、当取引所の市

場における当該外国株券等の円滑な流通の確保

に努めるものとする。 

  

  

付  則  

この改正規定は、令和５年６月３０日から

施行する。 

 

  

 



33 

有価証券上場規程施行規則の一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

（第５編における定義） （第５編における定義） 

第１００１条 この編において「ＥＴＦ」、「外

国ＥＴＦ」、「外国ＥＴＦ信託受益証券」、

「外国商品現物型ＥＴＦ」、「外国商品現物型

ＥＴＦ信託受益証券」、「外国商品市場」、

「カウンター・パーティー」、「管理会社」、

「組入債権」、「組入有価証券」、「指定参加

者」、「指標連動型ＥＴＦ」、「上場ＥＴ

Ｆ」、「上場外国ＥＴＦ」、「上場外国ＥＴＦ

信託受益証券」、「上場外国商品現物型ＥＴＦ

信託受益証券」、「上場指標連動型ＥＴＦ」、

「上場内国アクティブ運用型ＥＴＦ」、「上場

内国指標連動型ＥＴＦ」、「上場内国商品現物

型ＥＴＦ」、「商品市場」、「信託受託者」、

「適格機関投資家」、「投資信託財産等」、

「内国アクティブ運用型ＥＴＦ」、「内国ＥＴ

Ｆ」、「内国指標連動型ＥＴＦ」及び「内国商

品現物型ＥＴＦ」とは、それぞれ規程第１００

１条に規定するＥＴＦ、外国ＥＴＦ、外国ＥＴ

Ｆ信託受益証券、外国商品現物型ＥＴＦ、外国

商品現物型ＥＴＦ信託受益証券、外国商品市

場、カウンター・パーティー、管理会社、組入

債権、組入有価証券、指定参加者、指標連動型

ＥＴＦ、上場ＥＴＦ、上場外国ＥＴＦ、上場外

国ＥＴＦ信託受益証券、上場外国商品現物型Ｅ

ＴＦ信託受益証券、上場指標連動型ＥＴＦ、上

場内国アクティブ運用型ＥＴＦ、上場内国指標

連動型ＥＴＦ、上場内国商品現物型ＥＴＦ、商

品市場、信託受託者、適格機関投資家、投資信

託財産等、内国アクティブ運用型ＥＴＦ、内国

ＥＴＦ、内国指標連動型ＥＴＦ及び内国商品現

物型ＥＴＦをいう。 

第１００１条 この編において「ＥＴＦ」、「外

国ＥＴＦ」、「外国ＥＴＦ信託受益証券」、

「外国商品現物型ＥＴＦ」、「外国商品現物型

ＥＴＦ信託受益証券」、「外国商品市場」、

「カウンター・パーティー」、「管理会社」、

「組入債権」、「組入有価証券」、「指定参加

者」、「上場ＥＴＦ」、「上場外国ＥＴＦ」、

「上場外国ＥＴＦ信託受益証券」、「上場外国

商品現物型ＥＴＦ信託受益証券」、「上場内国

商品現物型ＥＴＦ」、「商品市場」、「信託受

託者」、「適格機関投資家」、「投資信託財産

等」、「内国ＥＴＦ」及び「内国商品現物型Ｅ

ＴＦ」とは、それぞれ規程第１００１条に規定

するＥＴＦ、外国ＥＴＦ、外国ＥＴＦ信託受益

証券、外国商品現物型ＥＴＦ、外国商品現物型

ＥＴＦ信託受益証券、外国商品市場、カウンタ

ー・パーティー、管理会社、組入債権、組入有

価証券、指定参加者、上場ＥＴＦ、上場外国Ｅ

ＴＦ、上場外国ＥＴＦ信託受益証券、上場外国

商品現物型ＥＴＦ信託受益証券、上場内国商品

現物型ＥＴＦ、商品市場、信託受託者、適格機

関投資家、投資信託財産等、内国ＥＴＦ及び内

国商品現物型ＥＴＦをいう。 

２ 第２条の規定にかかわらず、この編におい

て、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

（１）～（３） （略） 

２ 第２条の規定にかかわらず、この編におい

て、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号

に定めるところによる。 

（１）～（３） （略） 

（４） 投資信託等 規程第１１０４条の２第

２号ｅの（ａ）に規定する投資信託等をい

う。 

（５） 受益証券等 規程第１１０４条の２第

２号ｅの（ａ）に規定する受益証券等をい

う。 

（６） ポートフォリオ情報 規程第１１０７

条の４第１項第２号に規定するポートフォリ

オ情報をいう。 

（新設） 

 

 

（新設） 

 

 

（新設） 
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３ （略） ３ （略） 

  

（有価証券新規上場申請書の添付書類） （有価証券新規上場申請書の添付書類） 

第１１０３条 規程第１１０３条第２項第１号に

規定する施行規則で定める書類は、次の各号に

掲げる書類とする。 

第１１０３条 規程第１１０３条第２項に規定す

る施行規則で定める書類は、次の各号に掲げる

書類とする。 

（１） 新規上場申請銘柄に係る指標の算出主

体が当取引所でない場合には、次のａからｄ

までに掲げる書類 

（１） 新規上場申請銘柄に係る指標の算出主

体が当取引所でない場合には、次のａからｄ

までに掲げる書類 

ａ～ｃ （略） ａ～ｃ （略） 

ｄ 指標の算出主体の企業属性等の基本情報

を記載した書類。ただし、当該算出主体が

上場ＥＴＮ信託受益証券又は上場指標連動

型ＥＴＦに係る指標の算出主体である場合

には、添付を要しない。 

ｄ 指標の算出主体の企業属性等の基本情報

を記載した書類。ただし、当該算出主体が

上場ＥＴＮ信託受益証券又は上場ＥＴＦに

係る指標の算出主体である場合には、添付

を要しない。 

（２） 内国指標連動型ＥＴＦ、外国ＥＴＦ及

び外国ＥＴＦ信託受益証券にあっては、新規

上場申請銘柄（外国ＥＴＦ信託受益証券にあ

っては、新規上場申請銘柄に係る受託有価証

券である外国ＥＴＦ）の一口あたりの純資産

額と特定の指標の変動率を一致させるための

仕組み及び対応を記載した書類 

（２） 内国ＥＴＦ、外国ＥＴＦ及び外国ＥＴ

Ｆ信託受益証券にあっては、新規上場申請銘

柄（外国ＥＴＦ信託受益証券にあっては、新

規上場申請銘柄に係る受託有価証券である外

国ＥＴＦ）の一口あたりの純資産額と特定の

指標の変動率を一致させるための仕組み及び

対応を記載した書類 

（２）の２ （略） （２）の２ （略） 

（２）の３ 内国指標連動型ＥＴＦ及び内国商

品現物型ＥＴＦにあっては、当取引所の市場

における当該内国指標連動型ＥＴＦ及び当該

内国商品現物型ＥＴＦの円滑な流通の確保に

努める旨を指定参加者である取引参加者が確

約した書面 

（２）の３ 内国ＥＴＦ及び内国商品現物型Ｅ

ＴＦにあっては、当取引所の市場における当

該内国ＥＴＦ及び当該内国商品現物型ＥＴＦ

の円滑な流通の確保に努める旨を指定参加者

である取引参加者が確約した書面 

（３） 内国指標連動型ＥＴＦ、外国ＥＴＦ

（外国投資証券に該当するものを除く。）、

外国ＥＴＦ信託受益証券（外国投資証券に該

当する外国ＥＴＦを受託有価証券とするもの

を除く。）、内国商品現物型ＥＴＦ、外国商

品現物型ＥＴＦ及び外国商品現物型ＥＴＦ信

託受益証券にあっては、規程第１１０４条第

１項第３号の規定（同条第２項第１号、同条

第３項第１号、同条第４項第１号、同条第５

項第１号又は同条第６項による場合を含

む。）により管理会社が確約した書面 

（３） 内国ＥＴＦ、外国ＥＴＦ（外国投資証

券に該当するものを除く。）、外国ＥＴＦ信

託受益証券（外国投資証券に該当する外国Ｅ

ＴＦを受託有価証券とするものを除く。）、

内国商品現物型ＥＴＦ、外国商品現物型ＥＴ

Ｆ及び外国商品現物型ＥＴＦ信託受益証券に

あっては、規程第１１０４条第１項第３号の

規定（同条第２項第１号、同条第３項第１

号、同条第４項第１号、同条第５項第１号又

は同条第６項による場合を含む。）により管

理会社が確約した書面 

（３）の２～（５） （略） （３）の２～（５） （略） 

２ 規程第１１０３条第２項第２号に規定する施

行規則で定める書類は、次の各号に掲げる書類

とする。 

（新設） 

（１） 当取引所所定の「内国アクティブ運用

型ＥＴＦの商品特性及び管理会社の運用体制
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等に関する報告書」 

（２） 規程第１１０４条の２第２号ｅに掲げ

る資産に対する投資として運用する旨を管理

会社が確約した書面 

（３） ポートフォリオ情報の提供を継続的に

行う旨の確約書 

（４） 前項第２号の２から第３号まで及び第

４号の規定は、新規上場申請銘柄が内国アク

ティブ運用型ＥＴＦである場合について準用

する。この場合において、前項第３号中「規

程第１１０４条第１項第３号の規定（同条第

２項第１号、同条第３項第１号、同条第４項

第１号、同条第５項第１号又は同条第６項に

よる場合を含む。）」とあるのは「規程第１１

０４条の２第６号の規定」と読み替えるもの

とする。 

  

（新規上場申請に係る提出書類の公衆縦覧） （新規上場申請に係る提出書類の公衆縦覧） 

第１１０５条 規程第１１０３条第５項に規定す

る施行規則で定める書類とは、次の各号に掲げ

る書類をいう。 

第１１０５条 規程第１１０３条第５項に規定す

る施行規則で定める書類とは、次の各号に掲げ

る書類をいう。 

（１） 第１１０３条第１項第４号に掲げる書

類（同条第２項第４号により準用する場合を

含む。） 

（１） 第１１０３条第４号に掲げる書類 

（２） （略） （２） （略） 

（３） 新規上場申請銘柄が内国アクティブ運

用型ＥＴＦである場合にあっては、第１１０

３条第２項第１号に掲げる内国アクティブ運

用型ＥＴＦの商品特性及び管理会社の運用体

制等に関する報告書 

（新設） 

  

（指標連動型ＥＴＦの上場審査基準の取扱い） （上場審査基準の取扱い） 

第１１０６条 （略） 第１１０６条 （略） 

  

（内国アクティブ運用型ＥＴＦの上場審査基準

の取扱い） 

 

第１１０６条の２ 規程第１１０４条の２第２号

ｅの（ｂ）に規定するデリバティブ取引に係る

権利又は商品投資等取引に係る権利に対する投

資目的を問わない投資信託等として施行規則で

定めるものとは、次の各号に掲げる投資信託等

をいう。 

（新設） 

（１） 投資者の資金を主として規程第１２０

１条第１２号に掲げる不動産等又は同条第１

号の３に掲げるインフラ資産等に対する投資

として運用することを目的とする投資信託等
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であって、その受益証券等が国内の金融商品

取引所に上場しているもの 

（２） 投資信託財産等の一口あたりの純資産

額の変動率を特定の指標（レバレッジ型・イ

ンバース型指標（他の指標の変動率、変動幅

その他の原指標の変動の状況を表す数値に一

定の数値を乗じることその他の方法により、

原指標の騰落を増幅又は反転させた指標をい

う。）を除く。）の変動率に一致させるよう運

用する投資信託等であって、その受益証券等

が国内の金融商品取引所に上場しているもの 

（３） 前２号に掲げるものに類する投資信託

等であって、その受益証券等が外国金融商品

取引所等に上場しているもの 

２ 規程第１１０４条の２第２号ｈの（ｂ）に規

定する施行規則で定める場合とは、前条第１項

各号に掲げる場合をいう。 

 

  

（上場指標連動型ＥＴＦに関する情報の開示の

取扱い） 

（上場ＥＴＦに関する情報の開示の取扱い） 

第１１０９条 （略） 第１１０９条 （略） 

２～６ （略） ２～６ （略） 

（削る） ７ 規程第１１０７条の２第１項第２号及び第３

号に規定する純資産総額及び一口あたりの純資

産額は、投資信託約款、信託約款若しくはこれ

に類する書類又は規約若しくはこれに類する書

類に定めるところにより算出するものとする。 

  

（上場内国アクティブ運用型ＥＴＦに関する情

報の開示の取扱い） 

 

第１１０９条の２ 第４０２条の２第１項の規定

は、規程第１１０７条の２第２項の規定に基づ

き開示すべき内容について準用する。 

（新設） 

２ 規程第１１０７条の２第２項に規定する施行

規則で定める基準とは、次の各号に掲げる事項

の区分に従い、当該各号に定める基準をいう。 

 

（１） 規程第１１０７条の２第２項第１号ａ

が準用する規程第１１０７条第２項第１号ａ

の（ｃ）に掲げる事項 

投資信託約款又はこれに類する書類の変更

理由が次のａからｃまでのいずれかに該当す

ること。 

ａ 法令の改正等に伴う記載表現のみの変更 

ｂ 本店所在地の変更 

ｃ その他投資者の投資判断に及ぼす影響が

軽微なものとして当取引所が認める理由 
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（２） 規程第１１０７条の２第２項第１号ａ

が準用する規程第１１０７条第２項第１号ａ

の（ｌ）に掲げる事項 

当該管理会社が法又は外国の法令に基づき

内閣総理大臣等に対して行う届出のうち、当

取引所が定めるもの 

 

（３） 規程第１１０７条の２第２項第１号ａ

が準用する規程第１１０７条第２項第１号ａ

の（ｂ）に掲げる事項 

投資信託に必要な資金の借入れのうち、信

託設定に伴う消費税等の支払いに係る借入れ

に該当すること。 

 

３ 前条第４項から第６項までの規定は、上場内

国アクティブ運用型ＥＴＦが規程第１１０７条

の２第２項第６号の規定により、規程第１１０

７条第２項第１号ｅの２の（ｃ）、（ｇ）又は

（ｆ）に掲げる事項に該当する場合について準

用する。 

 

４ 規程第１１０７条の２第２項第１０号に規定

する純資産総額の取扱いは次の各号に定めると

ころによる。 

 

（１） 規程第１１０７条の２第２項第１０号

に規定する純資産総額は、投資信託約款又は

これに類する書類に定めるところにより算出

するものとする。 

（２） 規程第１１０７条の２第２項第１０号

に規定する純資産総額の年間平均（以下この

項において「年間平均純資産総額」とい

う。）は、前年４月１日から３月末日までの

１年間における日々（休業日を除外する。以

下、第１１１０条の２第４項、第１１１３条

の２第５項及び第１１１５条第１項第１６号

において同じ。）の純資産総額の単純平均を

いう。 

（３） 年間平均純資産総額が１０億円未満と

なるかどうかは、３月末日を基準日として判

定するものとする。 

（４） 規程第１１０７条の２第２項第１０号

の規定は、基準日において上場後５年未満の

銘柄については、適用しない。 

 

５ 規程第１１０７条の２第４項に規定する施行

規則で定める事項とは、上場内国アクティブ運

用型ＥＴＦの運用方針の概要、投資リスク、こ

れらを踏まえた想定投資者属性又はポートフォ

リオ情報の提供方法に変更が生じた場合をい

う。 
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（上場指標連動型ＥＴＦに関する情報の提供の

取扱い） 

 

第１１０９条の３ 規程第１１０７条の３第１項

第２号及び第３号に規定する純資産総額及び一

口あたりの純資産額は、投資信託約款、信託約

款若しくはこれに類する書類又は規約若しくは

これに類する書類に定めるところにより算出す

るものとする。 

（新設） 

  

（上場内国アクティブ運用型ＥＴＦに関する情

報の提供の取扱い） 

 

第１１０９条の４ 規程第１１０７条の４第１項

第１号に規定する純資産総額及び一口あたりの

純資産額は、投資信託約款又はこれに類する書

類に定めるところにより算出するものとする。 

（新設） 

２ 規程第１１０７条の４第１項第２号に規定す

る施行規則で定める事項とは、次の各号に掲げ

る事項とする。 

 

（１） 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦに関

する次の aからｄまでに掲げる事項 

 

ａ 銘柄コード 

ｂ 名称 

ｃ 保有する現金の量 

ｄ 受益権口数 

 

（２） 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦの組

入資産に関する次の aからｃまでに掲げる事

項 

 

ａ 名称又は銘柄コードその他の有価証券、

デリバティブ取引に係る権利若しくは商品

投資等取引に係る権利又は通貨の内容を特

定できる情報 

ｂ 前ａにより特定された各組入資産の数量

又は金額 

ｃ 前ａにより特定された各組入資産の単価 

 

３ 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦの組入資産

に投資信託等の受益証券等が含まれる場合、前

項第２号に掲げる事項は、当該投資信託等が投

資する有価証券、デリバティブ取引に係る権利

若しくは商品投資等取引に係る権利又は通貨ご

とに記載するものとする。ただし、当該投資信

託等が、次の各号に掲げるものである場合は当

該投資信託等の受益証券等ごとに記載すれば足

りるものとする。 

 

（１） 投資者の資金を主として規程第１２０

１条第１２号に掲げる不動産等又は同条第１

号の３に掲げるインフラ資産等に対する投資

として運用することを目的とする投資信託等
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であって、その受益証券等が国内の金融商品

取引所に上場しているもの 

（２） 投資信託財産等の一口あたりの純資産

額の変動率を特定の指標の変動率に一致させ

るよう運用する投資信託等又はポートフォリ

オ情報を日々継続的に投資者に提供する投資

信託等であって、その受益証券等が国内の金

融商品取引所に上場しているもの 

 

（３） 前２号に掲げるものに類する投資信託

等であって、その受益証券等が外国金融商品

取引所等に上場しているもの 

 

  

（上場指標連動型ＥＴＦに関する書類の提出等

の取扱い） 

（書類の提出等の取扱い） 

第１１１０条 上場指標連動型ＥＴＦに関する規

程第１１０８条第１項に規定する書類の提出等

については、この条に定めるところによる。 

第１１１０条 規程第１１０８条第１項に規定す

る書類の提出等については、この条に定めると

ころによる。 

２ 上場指標連動型ＥＴＦ（外国投資証券に該当

する外国ＥＴＦ及び当該外国ＥＴＦを受託有価

証券とする外国ＥＴＦ信託受益証券を除く。）

に係る管理会社は、次の各号に掲げる事項のい

ずれかについて決定を行った場合には、当該各

号に定めるところに従い、当取引所に書類の提

出を行うものとする。ただし、規程第１１０７

条の規定に基づき行う情報の開示により、当取

引所に提出すべき書類に記載すべき内容が十分

に開示されていると認められる場合であって、

当取引所が適当と認めるときは、当該書類の提

出を要しないものとする。この場合において、

上場指標連動型ＥＴＦに係る管理会社は、第１

号ａに規定する書類（法第１３条第１項前段及

び第３項の規定により作成されたものを除

く。）並びに第２号及び第４号に規定する書類

を当取引所が公衆の縦覧に供することに同意す

るものとする。 

２ 上場ＥＴＦ（外国投資証券に該当する外国Ｅ

ＴＦ及び当該外国ＥＴＦを受託有価証券とする

外国ＥＴＦ信託受益証券を除く。）に係る管理

会社は、次の各号に掲げる事項のいずれかにつ

いて決定を行った場合には、当該各号に定める

ところに従い、当取引所に書類の提出を行うも

のとする。ただし、規程第１１０７条の規定に

基づき行う情報の開示により、当取引所に提出

すべき書類に記載すべき内容が十分に開示され

ていると認められる場合であって、当取引所が

適当と認めるときは、当該書類の提出を要しな

いものとする。この場合において、上場ＥＴＦ

に係る管理会社は、第１号ａに規定する書類

（法第１３条第１項前段及び第３項の規定によ

り作成されたものを除く。）並びに第２号及び

第４号に規定する書類を当取引所が公衆の縦覧

に供することに同意するものとする。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（２）の２ 規程第１１０７条第２項第１号ａ

の（ｃ）の３に掲げる事項 

（２）の２ 規程第１１０７条第２項第１号ａ

の（ｃ）の３に掲げる事項  

指標の算出主体が当取引所でない場合に

は、次のａからｄまでに定めるところにより

行うものとする。ただし、当該算出主体が上

場ＥＴＮ信託受益証券又は上場指標連動型Ｅ

ＴＦに係る指標の算出主体である場合には、

ｄに掲げる書類の提出を要しないものとす

る。 

指標の算出主体が当取引所でない場合に

は、次のａからｄまでに定めるところにより

行うものとする。ただし、当該算出主体が上

場ＥＴＮ信託受益証券又は上場ＥＴＦに係る

指標の算出主体である場合には、ｄに掲げる

書類の提出を要しないものとする。 

ａ～ｄ （略） ａ～ｄ （略） 
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（３） 代表者の異動その他の上場指標連動型

ＥＴＦに関する権利等に係る重要な事項 

（３） 代表者の異動その他の上場ＥＴＦに関

する権利等に係る重要な事項 

決定に係る通知書について、決定を行った

後直ちに 

決定に係る通知書について、決定を行った

後直ちに 

（４） （略） （４） （略） 

３ 上場指標連動型ＥＴＦ（外国投資証券に該当

する外国ＥＴＦ及び当該外国ＥＴＦを受託有価

証券とする外国ＥＴＦ信託受益証券に限る。）

に係る外国投資法人及び管理会社は、次の各号

に掲げる事項のいずれかについて決定を行った

場合には、当該各号に定めるところに従い、当

取引所に書類の提出を行うものとする。ただ

し、規程第１１０７条の規定に基づき行う情報

の開示により、当取引所に提出すべき書類に記

載すべき内容が十分に開示されていると認めら

れる場合であって、当取引所が適当と認めると

きは、当該書類の提出を要しないものとする。

この場合において、当該上場指標連動型ＥＴＦ

に係る外国投資法人及び管理会社は、第１号ａ

に規定する書類（法第１３条第１項前段及び第

３項の規定により作成されたものを除く。）並

びに第２号、第３号ｂ及び第６号に規定する書

類を当取引所が公衆の縦覧に供することに同意

するものとする。 

３ 上場ＥＴＦ（外国投資証券に該当する外国Ｅ

ＴＦ及び当該外国ＥＴＦを受託有価証券とする

外国ＥＴＦ信託受益証券に限る。）に係る外国

投資法人及び管理会社は、次の各号に掲げる事

項のいずれかについて決定を行った場合には、

当該各号に定めるところに従い、当取引所に書

類の提出を行うものとする。ただし、規程第１

１０７条の規定に基づき行う情報の開示によ

り、当取引所に提出すべき書類に記載すべき内

容が十分に開示されていると認められる場合で

あって、当取引所が適当と認めるときは、当該

書類の提出を要しないものとする。この場合に

おいて、当該上場ＥＴＦに係る外国投資法人及

び管理会社は、第１号ａに規定する書類（法第

１３条第１項前段及び第３項の規定により作成

されたものを除く。）並びに第２号、第３号ｂ

及び第６号に規定する書類を当取引所が公衆の

縦覧に供することに同意するものとする。 

（１）～（３） （略） （１）～（３） （略） 

（３）の２ 規程第１１０７条第２項第２号ａ

の（ｅ）の３に掲げる事項 

（３）の２ 規程第１１０７条第２項第２号ａ

の（ｅ）の３に掲げる事項 

指標の算出主体が当取引所でない場合に

は、次のａからｄまでに定めるところにより

行うものとする。ただし、当該算出主体が上

場ＥＴＮ信託受益証券又は上場指標連動型Ｅ

ＴＦに係る指標の算出主体である場合には、

ｄに掲げる書類の提出を要しないものとす

る。 

指標の算出主体が当取引所でない場合に

は、次のａからｄまでに定めるところにより

行うものとする。ただし、当該算出主体が上

場ＥＴＮ信託受益証券又は上場ＥＴＦに係る

指標の算出主体である場合には、ｄに掲げる

書類の提出を要しないものとする。 

ａ～ｄ （略） ａ～ｄ （略） 

（４） （略） （４） （略） 

（５） 代表者の異動その他の上場指標連動型

ＥＴＦに関する権利等に係る重要な事項 

（５） 代表者の異動その他の上場ＥＴＦに関

する権利等に係る重要な事項 

決定に係る通知書について、決定を行った

後直ちに 

決定に係る通知書について、決定を行った

後直ちに 

（６） （略） （６） （略） 

４ 上場指標連動型ＥＴＦ（内国商品現物型ＥＴ

Ｆに限る。）に係る管理会社は、規程第１１０

７条第２項第１号ｂの（ｇ）の４に掲げる事実

が発生した場合には、当取引所が定めるところ

により書類の提出を行うものとする。 

４ 上場ＥＴＦ（内国商品現物型ＥＴＦに限

る。）に係る管理会社は、規程第１１０７条第

２項第１号ｂの（ｇ）の４に掲げる事実が発生

した場合には、当取引所が定めるところにより

書類の提出を行うものとする。 



41 

５ 上場指標連動型ＥＴＦ（外国投資証券に該当

する外国ＥＴＦ及び当該外国ＥＴＦを受託有価

証券とする外国ＥＴＦ信託受益証券を除く。）

に係る管理会社は、次の各号に掲げる書類を、

当該各号に定めるところにより、当取引所に提

出するものとする。ただし、規程第１１０７条

の規定に基づき行う情報の開示により、当取引

所に提出すべき書類に記載すべき内容が十分に

開示されていると認められる場合であって、当

取引所が適当と認めるときは、当該書類の提出

を要しないものとする。 

５ 上場ＥＴＦ（外国投資証券に該当する外国Ｅ

ＴＦ及び当該外国ＥＴＦを受託有価証券とする

外国ＥＴＦ信託受益証券を除く。）に係る管理

会社は、次の各号に掲げる書類を、当該各号に

定めるところにより、当取引所に提出するもの

とする。ただし、規程第１１０７条の規定に基

づき行う情報の開示により、当取引所に提出す

べき書類に記載すべき内容が十分に開示されて

いると認められる場合であって、当取引所が適

当と認めるときは、当該書類の提出を要しない

ものとする。 

（１）～（１）の３ （略） （１）～（１）の３ （略） 

（２） 上場指標連動型ＥＴＦに係る収益分配

金又は信託財産に係る給付金の見込金額を記

載した書面 

（２） 上場ＥＴＦに係る収益分配金又は信託

財産に係る給付金の見込金額を記載した書面 

計算期間の末日（当該収益分配金又は当該

給付金を受ける者を確定するための期日とし

て計算期間の末日と異なる日を定める外国Ｅ

ＴＦ及び外国ＥＴＦ信託受益証券にあって

は、当該異なる日。以下この号において同

じ。）の２日前（休業日を除外する。）の日

（計算期間の末日が休業日に当たるときは、

計算期間の末日の３日前（休業日を除外す

る。）の日） 

計算期間の末日（当該収益分配金又は当該

給付金を受ける者を確定するための期日とし

て計算期間の末日と異なる日を定める外国Ｅ

ＴＦ及び外国ＥＴＦ信託受益証券にあって

は、当該異なる日。以下この号において同

じ。）の２日前（休業日を除外する。）の日

（計算期間の末日が休業日に当たるときは、

計算期間の末日の３日前（休業日を除外す

る。）の日） 

（３） １２月末日以前１年間における毎月末

日の上場指標連動型ＥＴＦの一口あたりの純

資産額及び特定の指標終値を記載した書面 

（３） １２月末日以前１年間における毎月末

日の上場ＥＴＦの一口あたりの純資産額及び

特定の指標終値を記載した書面 

一口あたりの純資産総額及び特定の指標の

終値を把握後直ちに 

一口あたりの純資産総額及び特定の指標の

終値を把握後直ちに 

６ 上場指標連動型ＥＴＦ（外国投資証券に該当

する外国ＥＴＦ及び当該外国ＥＴＦを受託有価

証券とする外国ＥＴＦ信託受益証券に限る。）

に係る外国投資法人は、次の各号に掲げる書類

を、当該各号に定めるところにより、当取引所

に提出するものとする。ただし、規程第１１０

７条の規定に基づき行う情報の開示により、当

取引所に提出すべき書類に記載すべき内容が十

分に開示されていると認められる場合であっ

て、当取引所が適当と認めるときは、当該書類

の提出を要しないものとする。 

６ 上場ＥＴＦ（外国投資証券に該当する外国Ｅ

ＴＦ及び当該外国ＥＴＦを受託有価証券とする

外国ＥＴＦ信託受益証券に限る。）に係る外国

投資法人は、次の各号に掲げる書類を、当該各

号に定めるところにより、当取引所に提出する

ものとする。ただし、規程第１１０７条の規定

に基づき行う情報の開示により、当取引所に提

出すべき書類に記載すべき内容が十分に開示さ

れていると認められる場合であって、当取引所

が適当と認めるときは、当該書類の提出を要し

ないものとする。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（３） 上場指標連動型ＥＴＦに係る分配金又

は信託財産に係る給付金の見込金額を記載し

た書面 

（３） 上場ＥＴＦに係る分配金又は信託財産

に係る給付金の見込金額を記載した書面 

営業期間又は計算期間の末日（当該分配金

又は当該給付金を受ける者を確定するための

期日として営業期間又は計算期間の末日と異

営業期間又は計算期間の末日（当該分配金

又は当該給付金を受ける者を確定するための

期日として営業期間又は計算期間の末日と異
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なる日を定める外国ＥＴＦ及び外国ＥＴＦ信

託受益証券にあっては、当該異なる日。以下

この号において同じ。）の２日前（休業日を

除外する。）の日（営業期間又は計算期間の

末日が休業日に当たるときは、営業期間又は

計算期間の末日の３日前（休業日を除外す

る。）の日） 

なる日を定める外国ＥＴＦ及び外国ＥＴＦ信

託受益証券にあっては、当該異なる日。以下

この号において同じ。）の２日前（休業日を

除外する。）の日（営業期間又は計算期間の

末日が休業日に当たるときは、営業期間又は

計算期間の末日の３日前（休業日を除外す

る。）の日） 

（４） １２月末日以前１年間における毎月末

日の上場指標連動型ＥＴＦの一口あたりの純

資産額及び特定の指標終値を記載した書面 

（４） １２月末日以前１年間における毎月末

日の上場ＥＴＦの一口あたりの純資産額及び

特定の指標終値を記載した書面 

一口あたりの純資産総額及び特定の指標の

終値を把握後直ちに 

一口あたりの純資産総額及び特定の指標の

終値を把握後直ちに 

  

（上場内国アクティブ運用型ＥＴＦに関する書

類の提出等の取扱い） 

 

第１１１０条の２ 上場内国アクティブ運用型Ｅ

ＴＦに関する規程第１１０８条の２第１項に規

定する書類の提出等については、この条に定め

るところによる。 

（新設） 

２ 前条第２項の規定（同項第２号の２の規定を

除く。）は、上場内国アクティブ運用型ＥＴＦ

に関する書類の提出等に準用する。 

 

３ 前条第５項の規定（同項第１号、第１号の２

及び第３号の規定を除く。）は、上場内国アク

ティブ運用型ＥＴＦに関する書類の提出等に準

用する。 

 

４ 上場内国アクティブ運用型ＥＴＦに係る管理

会社は、次の各号に定めるところに従い、当取

引所に上場内国アクティブ運用型ＥＴＦの純資

産総額に関する書類の提出を行うものとする

（当該上場内国アクティブ運用型ＥＴＦが３月

末日時点において上場後５年未満である場合を

除く。）。 

 

（１） 前年４月１日から３月末日までの１年

間における日々の純資産総額を記載した書面 

 

当該純資産総額を把握後直ちに  

（２） 前年４月１日から２月末日までの１１

か月間における日々の純資産総額を記載した

書面（規程第１１１２条の２第３号ｆの規定

に係る審査において、当該上場内国アクティ

ブ運用型ＥＴＦの純資産総額の年間平均が、

直近の基準日において１０億円未満となった

場合に限る。） 

 

当該純資産総額を把握後直ちに  
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５ 前項に規定する純資産総額は、投資信託約款

又はこれに類する書類に定めるところにより算

出するものとする。 

 

  

（上場指標連動型ＥＴＦの上場廃止基準の取扱

い） 

（上場廃止基準の取扱い） 

第１１１３条 上場指標連動型ＥＴＦに係る管理

会社が規程第１１１２条第１項第１号ａからｄ

まで、同条第２項第１号本文又は同条第３項第

４号本文のいずれかに該当する場合において、

上場指標連動型ＥＴＦに係る管理会社から同条

第１項第１号ただし書、同条第２項第１号ただ

し書又は同条第３項第４号ただし書に規定する

業務の引継ぎ及び書面の提出を行うことができ

ない旨の報告を書面で受けたときは、同条第１

項第１号、同条第２項第１号又は同条第３項第

４号に該当するものとして取り扱う。 

第１１１３条 上場ＥＴＦに係る管理会社が規程

第１１１２条第１項第１号ａからｄまで、同条

第２項第１号本文又は同条第３項第４号本文の

いずれかに該当する場合において、上場ＥＴＦ

に係る管理会社から同条第１項第１号ただし

書、同条第２項第１号ただし書又は同条第３項

第４号ただし書に規定する業務の引継ぎ及び書

面の提出を行うことができない旨の報告を書面

で受けたときは、同条第１項第１号、同条第２

項第１号又は同条第３項第４号に該当するもの

として取り扱う。 

２ 上場指標連動型ＥＴＦに係る信託受託者が規

程第１１１２条第１項第２号本文に該当する場

合（同条第２項第２号による場合を含む。）に

おいて、上場指標連動型ＥＴＦに係る管理会社

から同条第１項第２号ただし書に規定する業務

の引継ぎ及び書面の提出を行うことができない

旨の報告を書面で受けたときは、同号又は同条

第２項第２号に該当するものとして取り扱う。 

２ 上場ＥＴＦに係る信託受託者が規程第１１１

２条第１項第２号本文に該当する場合（同条第

２項第２号による場合を含む。）において、上

場ＥＴＦに係る管理会社から同条第１項第２号

ただし書に規定する業務の引継ぎ及び書面の提

出を行うことができない旨の報告を書面で受け

たときは、同号又は同条第２項第２号に該当す

るものとして取り扱う。 

３～５ （略） ３～５ （略） 

６ 規程第１１１２条第１項第３号ａからｂの２

までのいずれか、同条第２項第３号ｂ又は同条

第３項第５号ｂに該当することとなる投資信託

約款、信託約款若しくはこれに類する書類又は

規約若しくはこれに類する書類の変更を行う場

合において、上場指標連動型ＥＴＦに係る管理

会社又は外国投資法人から当該投資信託約款、

信託約款若しくはこれに類する書類又は規約若

しくはこれに類する書類の変更が確定した旨の

書面による報告を受けたときは、同条第１項第

３号、同条第２項第３号又は同条第３項第５号

に該当するものとして取り扱う。 

６ 規程第１１１２条第１項第３号ａからｂの２

までのいずれか、同条第２項第３号ｂ又は同条

第３項第５号ｂに該当することとなる投資信託

約款、信託約款若しくはこれに類する書類又は

規約若しくはこれに類する書類の変更を行う場

合において、上場ＥＴＦに係る管理会社又は外

国投資法人から当該投資信託約款、信託約款若

しくはこれに類する書類又は規約若しくはこれ

に類する書類の変更が確定した旨の書面による

報告を受けたときは、同条第１項第３号、同条

第２項第３号又は同条第３項第５号に該当する

ものとして取り扱う。 

７・８ （略） ７・８ （略） 

９ 規程第１１１２条第１項第３号ｃの（ａ）の

規定の適用については、上場指標連動型ＥＴＦ

に係る管理会社から適格機関投資家以外の者を

指定参加者とすることについて決定した旨の報

告を書面で受けたときは、同（ａ）に該当する

ものとして取り扱う。 

９ 規程第１１１２条第１項第３号ｃの（ａ）の

規定の適用については、上場ＥＴＦに係る管理

会社から適格機関投資家以外の者を指定参加者

とすることについて決定した旨の報告を書面で

受けたときは、同（ａ）に該当するものとして

取り扱う。 

１０ 規程第１１１２条第１項第３号ｃの（ｂ）

の規定の適用については、上場指標連動型ＥＴ

１０ 規程第１１１２条第１項第３号ｃの（ｂ）

の規定の適用については、上場ＥＴＦに係る管
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Ｆに係る管理会社から指定参加者に適格機関投

資家以外の者が含まれることとなった日から１

か月を経過する日までに適格機関投資家以外の

者が指定参加者でなくなった旨の書面による報

告がなかったときは、同（ｂ）に該当するもの

として取り扱う。 

理会社から指定参加者に適格機関投資家以外の

者が含まれることとなった日から１か月を経過

する日までに適格機関投資家以外の者が指定参

加者でなくなった旨の書面による報告がなかっ

たときは、同（ｂ）に該当するものとして取り

扱う。 

１１ 規程第１１１２条第１項第３号ｄの規定の

適用については、上場指標連動型ＥＴＦに係る

管理会社から指定参加者が２社未満となった日

から６か月を経過する日までに指定参加者が２

社以上となった旨の書面による報告がなかった

ときは、同ｄに該当するものとして取り扱う。 

１１ 規程第１１１２条第１項第３号ｄの規定の

適用については、上場ＥＴＦに係る管理会社か

ら指定参加者が２社未満となった日から６か月

を経過する日までに指定参加者が２社以上とな

った旨の書面による報告がなかったときは、同

ｄに該当するものとして取り扱う。 

１２ 規程第１１１２条第１項第３号ｅ（同条第

２項第３号ａ及び同条第３項第５号ａによる場

合を含む。以下この項において同じ。）に規定

する基準の審査については、次の各号に掲げる

とおり取り扱うこととする。 

１２ 規程第１１１２条第１項第３号ｅ（同条第

２項第３号ａ及び同条第３項第５号ａによる場

合を含む。以下この項において同じ。）に規定

する基準の審査については、次の各号に掲げる

とおり取り扱うこととする。 

（１） 規程第１１１２条第１項第３号ｅに規

定する上場指標連動型ＥＴＦの一口あたりの

純資産額と特定の指標の相関係数について

は、次の算式により算出するものとする。 

（１） 規程第１１１２条第１項第３号ｅに規

定する上場ＥＴＦの一口あたりの純資産額と

特定の指標の相関係数については、次の算式

により算出するものとする。 

算式 

Ａ÷（Ｂ×Ｃ） 

算式の符号 

Ａ 上場指標連動型ＥＴＦ一口あたりの

純資産額の前月比と特定の指標の前月

比の共分散 

Ｂ 上場指標連動型ＥＴＦ一口あたりの

純資産額の前月比の標準偏差 

Ｃ 特定の指標の前月比の標準偏差 

算式 

Ａ÷（Ｂ×Ｃ） 

算式の符号 

Ａ 上場ＥＴＦ一口あたりの純資産額の

前月比と特定の指標の前月比の共分散 

 

Ｂ 上場ＥＴＦ一口あたりの純資産額の

前月比の標準偏差 

Ｃ 特定の指標の前月比の標準偏差 

（１）の２ （略） （１）の２ （略） 

（２） 第１号に規定する上場指標連動型ＥＴ

Ｆ一口あたりの純資産額の前月比は、最近６

０か月（「最近」の計算は直前の基準日（前

号に規定する基準日をいう。以下この項にお

いて同じ。）を起算日としてさかのぼり、計

算期間が６０か月に満たない場合にあっては

当該計算期間）の各月において次の算式によ

り算出するものとする。 

（２） 第１号に規定する上場ＥＴＦ一口あた

りの純資産額の前月比は、最近６０か月

（「最近」の計算は直前の基準日（前号に規

定する基準日をいう。以下この項において同

じ。）を起算日としてさかのぼり、計算期間

が６０か月に満たない場合にあっては当該計

算期間）の各月において次の算式により算出

するものとする。 

算式 

（Ｄ÷Ｅ）－１ 

算式の符号 

Ｄ 当月末日における上場指標連動型ＥＴ

Ｆ一口あたりの純資産額 

Ｅ 前月末日における上場指標連動型ＥＴ

Ｆ一口あたりの純資産額 

算式 

（Ｄ÷Ｅ）－１ 

算式の符号 

Ｄ 当月末日における上場ＥＴＦ一口あた

りの純資産額 

Ｅ 前月末日における上場ＥＴＦ一口あた

りの純資産額 
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（３） 前号に規定する当月末日における上場

指標連動型ＥＴＦ一口あたりの純資産額及び

前月末日における上場指標連動型ＥＴＦ一口

あたりの純資産額については、第１号に規定

する相関係数が０．９未満となるおそれがあ

る場合には、収益分配金、分配金又は信託財

産に係る給付金を勘案するものとする。 

（３） 前号に規定する当月末日における上場

ＥＴＦ一口あたりの純資産額及び前月末日に

おける上場ＥＴＦ一口あたりの純資産額につ

いては、第１号に規定する相関係数が０．９

未満となるおそれがある場合には、収益分配

金、分配金又は信託財産に係る給付金を勘案

するものとする。 

（４） 第２号の規定にかかわらず、上場指標

連動型ＥＴＦに係る管理会社（外国投資証券

に該当する外国ＥＴＦ及び当該外国ＥＴＦを

受託有価証券とする外国ＥＴＦ信託受益証券

にあっては、外国投資法人）が上場指標連動

型ＥＴＦに係る受益権又は投資口の併合又は

分割を行った場合において、当取引所が適当

と認めるときは、当該併合又は分割による影

響を考慮して第１号に規定する上場指標連動

型ＥＴＦ一口あたりの純資産額の前月比を算

出するものとする。 

（４） 第２号の規定にかかわらず、上場ＥＴ

Ｆに係る管理会社（外国投資証券に該当する

外国ＥＴＦ及び当該外国ＥＴＦを受託有価証

券とする外国ＥＴＦ信託受益証券にあって

は、外国投資法人）が上場ＥＴＦに係る受益

権又は投資口の併合又は分割を行った場合に

おいて、当取引所が適当と認めるときは、当

該併合又は分割による影響を考慮して第１号

に規定する上場ＥＴＦ一口あたりの純資産額

の前月比を算出するものとする。 

（５） 第１号に規定する特定の指標の前月比

は、最近６０か月（「最近」の計算は直前の

基準日を起算日としてさかのぼり、計算期間

が６０か月に満たない場合にあっては当該計

算期間）の各月において次の算式により算出

するものとする。 

（５） 第１号に規定する特定の指標の前月比

は、最近６０か月（「最近」の計算は直前の

基準日を起算日としてさかのぼり、計算期間

が６０か月に満たない場合にあっては当該計

算期間）の各月において次の算式により算出

するものとする。 

算式 

（Ｆ÷Ｇ）－１ 

算式の符号 

Ｆ 当月末日（第２号に規定する当月末

日における上場指標連動型ＥＴＦ一口

あたりの純資産額の算出にあたり、当

月末日より前の日の相場により投資信

託財産、信託財産又は資産の評価を行

っている場合においては、当該日）に

おける当該特定の指標の終値 

Ｇ 前月末日（第２号に規定する前月末

日における上場指標連動型ＥＴＦ一口

あたりの純資産額の算出にあたり、前

月末日より前の日の相場により投資信

託財産、信託財産又は資産の評価を行

っている場合においては、当該日）に

おける当該特定の指標の終値 

算式 

（Ｆ÷Ｇ）－１ 

算式の符号 

Ｆ 当月末日（第２号に規定する当月末

日における上場ＥＴＦ一口あたりの純

資産額の算出にあたり、当月末日より

前の日の相場により投資信託財産、信

託財産又は資産の評価を行っている場

合においては、当該日）における当該

特定の指標の終値 

Ｇ 前月末日（第２号に規定する前月末

日における上場ＥＴＦ一口あたりの純

資産額の算出にあたり、前月末日より

前の日の相場により投資信託財産、信

託財産又は資産の評価を行っている場

合においては、当該日）における当該

特定の指標の終値 

（６）～（８） （略） （６）～（８） （略） 

（９） 第２号及び第５号（前２号の規定によ

り読み替えて適用する場合を含む。）に規定

する計算期間は、上場指標連動型ＥＴＦに係

る特定の指標が新たな指標へ変更された月及

び天災地変等、上場指標連動型ＥＴＦに係る

管理会社の責めに帰すべからざる事由により

（９） 第２号及び第５号（前２号の規定によ

り読み替えて適用する場合を含む。）に規定

する計算期間は、上場ＥＴＦに係る特定の指

標が新たな指標へ変更された月及び天災地変

等、上場ＥＴＦに係る管理会社の責めに帰す

べからざる事由により資産の運用が困難とな
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資産の運用が困難となったと当取引所が認め

た月を除き、さかのぼるものとする。 

ったと当取引所が認めた月を除き、さかのぼ

るものとする。 

（１０） （略） （１０） （略） 

１３ （略） １３ （略） 

１４ 規程第１１１２条第１項第３号ｉ（同条第

２項第３号ａによる場合を含む。）に規定する

上場指標連動型ＥＴＦに係る投資信託契約（外

国ＥＴＦ、内国商品現物型ＥＴＦ及び外国商品

現物型ＥＴＦにあっては上場指標連動型ＥＴＦ

に係る信託契約、外国ＥＴＦ信託受益証券及び

外国商品現物型ＥＴＦ信託受益証券にあっては

受託有価証券である外国ＥＴＦ又は外国商品現

物型ＥＴＦに係る信託契約。以下この項におい

て同じ。）の終了のうち、当該投資信託契約の

解約を行う場合において、上場指標連動型ＥＴ

Ｆに係る管理会社から当該投資信託契約の解約

が確定した旨の書面による報告を受けたとき

は、同条第１項第３号（同条第２項第３号ａに

よる場合にあっては、同号）に該当するものと

して取り扱う。 

１４ 規程第１１１２条第１項第３号ｉ（同条第

２項第３号ａによる場合を含む。）に規定する

上場ＥＴＦに係る投資信託契約（外国ＥＴＦ、

内国商品現物型ＥＴＦ及び外国商品現物型ＥＴ

Ｆにあっては上場ＥＴＦに係る信託契約、外国

ＥＴＦ信託受益証券及び外国商品現物型ＥＴＦ

信託受益証券にあっては受託有価証券である外

国ＥＴＦ又は外国商品現物型ＥＴＦに係る信託

契約。以下この項において同じ。）の終了のう

ち、当該投資信託契約の解約を行う場合におい

て、上場ＥＴＦに係る管理会社から当該投資信

託契約の解約が確定した旨の書面による報告を

受けたときは、同条第１項第３号（同条第２項

第３号ａによる場合にあっては、同号）に該当

するものとして取り扱う。 

１５ 規程第１１１２条第３項第１号及び第３号

の規定の適用については、上場指標連動型ＥＴ

Ｆに係る外国投資法人から解散又は終了の原因

となる事由が発生した旨の書面による報告を受

けたときは、同項第１号又は第３号に該当する

ものとして取り扱う。 

１５ 規程第１１１２条第３項第１号及び第３号

の規定の適用については、上場ＥＴＦに係る外

国投資法人から解散又は終了の原因となる事由

が発生した旨の書面による報告を受けたとき

は、同項第１号又は第３号に該当するものとし

て取り扱う。 

１６ （略） １６ （略） 

  

（上場内国アクティブ運用型ＥＴＦの上場廃止

基準の取扱い） 

 

第１１１３条の２ 上場内国アクティブ運用型Ｅ

ＴＦに係る信託受託者が規程第１１１２条の２

第２号本文に該当する場合において、上場内国

アクティブ運用型ＥＴＦに係る管理会社から同

号ただし書に規定する業務の引継ぎ及び書面の

提出を行うことができない旨の報告を書面で受

けたときは、同号に該当するものとして取り扱

う。 

（新設） 

２ 規程第１１１２条の２第３号ａ又はｂに該当

することとなる投資信託約款又はこれに類する

書類の変更を行う場合においては、前条第６項

の規定を準用する。この場合において、同項中

「上場指標連動型ＥＴＦに係る管理会社又は外

国投資法人から当該投資信託約款、信託約款若

しくはこれに類する書類又は規約若しくはこれ

に類する書類」とあるのは「上場内国アクティ

ブ運用型ＥＴＦに係る管理会社から当該投資信
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託約款又はこれに類する書類」と、「同条第１

項第３号、同条第２項第３号又は同条第３項第

５号」とあるのは「第１１１２条の２第３号」

と、それぞれ読み替えるものとする。 

３ 前条第７項及び第８項の規定は、上場内国ア

クティブ運用型ＥＴＦに対する規程第１１１２

条の２第３号ｃの規定による規程第１１１２条

第１項第３号ｂの６の規定の適用について準用

する。 

 

４ 前条第９項から第１１項までの規定は、上場

内国アクティブ運用型ＥＴＦに対する規程第１

１１２条の２第３号ｄ又はｅの規定による規程

第１１１２条第１項第３号ｃ又はｄの規定の適

用について準用する。この場合において、前条

第９項から第１１項までの規定中「上場指標連

動型ＥＴＦ」とあるのは「上場内国アクティブ

運用型ＥＴＦ」と読み替えるものとする。 

 

５ 規程第１１１２条の２第３号ｆに規定する純

資産総額の取扱いは次の各号に定めるところに

よる。 

 

（１） 規程第１１１２条の２第３号ｆに規定

する純資産総額は、投資信託約款又はこれに

類する書類に定めるところにより算出するも

のとする。 

（２） 規程第１１１２条の２第３号ｆに規定

する純資産総額の年間平均（以下この項及び

第１１１５条において「年間平均純資産総

額」という。）は、前年４月１日から３月末

日までの１年間における日々の純資産総額の

単純平均をいう。 

（３） 年間平均純資産総額が１０億円未満と

なるかどうかの審査は、３月末日を基準日と

して毎年行うものとする。 

（４） 年間平均純資産総額が１年以内に１０

億円以上とならないときとは、年間平均純資

産総額が１０億円未満となった審査における

基準日の次の基準日において行う審査におい

て年間平均純資産総額が１０億円以上となら

ないときをいう。 

（５） 規程第１１１２条の２第３号ｆの規定

は、基準日において上場後５年未満の銘柄に

ついては、適用しない。 

 

６ 前条第１３項の規定は、上場内国アクティブ

運用型ＥＴＦに対する規程第１１１２条の２第

３号ｇの規定による規程第１１１２条第１項第

３号ｈの規定の適用について準用する。 

 

７ 前条第１４項の規定は、上場内国アクティブ

運用型ＥＴＦに対する規程第１１１２条の２第
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３号ｇの規定による規程第１１１２条第１項第

３号ｉの規定の適用について準用する。この場

合において、前条第１４項中「上場指標連動型

ＥＴＦ」とあるのは「上場内国アクティブ運用

型ＥＴＦ」と、「投資信託契約（外国ＥＴＦ、

内国商品現物型ＥＴＦ及び外国商品現物型ＥＴ

Ｆにあっては上場指標連動型ＥＴＦに係る信託

契約、外国ＥＴＦ信託受益証券及び外国商品現

物型ＥＴＦ信託受益証券にあっては受託有価証

券である外国ＥＴＦ又は外国商品現物型ＥＴＦ

に係る信託契約。以下この項において同

じ。）」とあるのは「投資信託契約」と、「同

条第１項第３号（同条第２項第３号ａによる場

合にあっては、同号）」とあるのは「規程第１

１１２条の２第３号」と、それぞれ読み替える

ものとする。 

  

（上場廃止日の取扱い） （上場廃止日の取扱い） 

第１１１４条 規程第１１１４条に規定する上場

廃止日は、原則として、次の各号に掲げる上場

ＥＴＦの区分に従い、当該各号に定めるところ

による。 

第１１１４条 規程第１１１４条に規定する上場

廃止日は、原則として、次の各号に掲げる上場

ＥＴＦの区分に従い、当該各号に定めるところ

による。 

（１） 規程第１１１２条第１項第３号ｉ（同

条第２項第３号ａ又は規程第１１１２条の２

第３号ｇによる場合を含む。）に該当する上

場ＥＴＦ（第１号の３に掲げる上場ＥＴＦを

除く。） 

（１） 規程第１１１２条第１項第３号ｉ（同

条第２項第３号ａによる場合を含む。）に該

当する上場ＥＴＦ（第１号の３に掲げる上場

ＥＴＦを除く。） 

投資信託契約又は信託契約が終了となる日

の前日（休業日を除外する。当該終了となる

日が休業日に当たるときは、当該終了となる

日の２日前（休業日を除外する。）の日）。

ただし、当取引所が速やかに上場廃止すべき

であると認めた場合は、この限りでない。 

投資信託契約又は信託契約が終了となる日

の前日（休業日を除外する。当該終了となる

日が休業日に当たるときは、当該終了となる

日の２日前（休業日を除外する。）の日）。

ただし、当取引所が速やかに上場廃止すべき

であると認めた場合は、この限りでない。 

（１）の２ （略） （１）の２ （略） 

（１）の３ 信託の併合により規程第１１１２

条第１項第３号ｉ（同条第２項第３号ａ又は

規程第１１１２条の２第３号ｇによる場合を

含む。）、規程第１１１２条第２項第３号ｅ

又は同条第３項第５号ｅに該当する上場ＥＴ

Ｆ 

（１）の３ 信託の併合により規程第１１１２

条第１項第３号ｉ（同条第２項第３号ａによ

る場合を含む。）、同条第２項第３号ｅ又は

同条第３項第５号ｅに該当する上場ＥＴＦ 

信託の併合がその効力を生ずる日の２日前

（休業日を除外する。）の日 

信託の併合がその効力を生ずる日の２日前

（休業日を除外する。）の日 

（１）の４～（２） （略） （１）の４～（２） （略） 

（３） 規程第１１１２条第１項第３号ｋ（規

程第１１１２条の２第３号ｇによる場合を含

む。）、規程第１１１２条第２項第３号ｆ又

は同条第３項第５号ｆに該当することとなっ

（３） 規程第１１１２条第１項第３号ｋ、同

条第２項第３号ｆ又は同条第３項第５号ｆに

該当することとなった上場ＥＴＦ（前号に該

当するものを除く。） 
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た上場ＥＴＦ（前号に該当するものを除

く。） 

当取引所が当該銘柄の上場廃止を決定した

日の翌日から起算して１か月を経過した日ま

での範囲内で、その都度決定する日 

当取引所が当該銘柄の上場廃止を決定した

日の翌日から起算して１か月を経過した日ま

での範囲内で、その都度決定する日 

（３）の２～（４） （略） （３）の２～（４） （略） 

  

（監理銘柄の指定の取扱い） （監理銘柄の指定の取扱い） 

第１１１５条 当取引所は、上場ＥＴＦが次の各

号のいずれかに該当する場合は、当該上場ＥＴ

Ｆを規程第１１１５条に規定する監理銘柄に指

定することができる。この場合において、第８

号、第９号、第９号の５又は第１４号のいずれ

かに該当する場合は監理銘柄（審査中）に指定

し、それ以外の場合は監理銘柄（確認中）に指

定する。 

第１１１５条 当取引所は、上場ＥＴＦが次の各

号のいずれかに該当する場合は、当該上場ＥＴ

Ｆを規程第１１１５条に規定する監理銘柄に指

定することができる。この場合において、第８

号、第９号、第９号の５又は第１４号のいずれ

かに該当する場合は監理銘柄（審査中）に指定

し、それ以外の場合は監理銘柄（確認中）に指

定する。 

（１） 規程第１１１２条第１項第１号本文、

第２号本文（同条第２項第２号による場合を

含む。）、第２号の２本文若しくは第２号の３

本文、同条第２項第１号本文若しくは同条第

３項第４号本文又は規程第１１１２条の２第

１号若しくは第２号本文のいずれかに該当し

た場合 

（１） 規程第１１１２条第１項第１号本文、

第２号本文（同条第２項第２号による場合を

含む。）、第２号の２本文若しくは第２号の

３本文、同条第２項第１号本文又は同条第３

項第４号本文のいずれかに該当した場合 

（２） 上場ＥＴＦに係る管理会社が規程第１

１１２条第１項第３号ａからｂの２まで又は

規程第１１１２条の２第３号ａ又はｂのいず

れかに該当することとなる投資信託約款又は

信託約款の変更に関する決定を行った場合 

（２） 上場ＥＴＦに係る管理会社が規程第１

１１２条第１項第３号ａからｂの２までのい

ずれかに該当することとなる投資信託約款又

は信託約款の変更に関する決定を行った場 

（２）の２～（３）の３ （略） （２）の２～（３）の３ （略） 

（３）の４ 上場ＥＴＦの銘柄が規程第１１１

２条第１項第３号ｂの６の（ａ）に規定する

猶予期間の最終日までに同（ａ）前段に該当

しなくなったことが確認できない場合（同条

第２項第３号ｂの２及び同条第３項第５号ｂ

の２並びに規程第１１１２条の２第３号ｃに

よる場合を含む。） 

（３）の４ 上場ＥＴＦの銘柄が規程第１１１

２条第１項第３号ｂの６の（ａ）に規定する

猶予期間の最終日までに同（ａ）前段に該当

しなくなったことが確認できない場合（同条

第２項第３号ｂの２及び同条第３項第５号ｂ

の２による場合を含む。） 

（３）の５ 上場ＥＴＦの銘柄が規程第１１１

２条第１項第３号ｂの６の（ｂ）に該当する

おそれがあると当取引所が認める場合（同条

第２項第３号ｂの２及び同条第３項第５号ｂ

の２並びに規程第１１１２条の２第３号ｃに

よる場合を含む。） 

（３）の５ 上場ＥＴＦの銘柄が規程第１１１

２条第１項第３号ｂの６の（ｂ）に該当する

おそれがあると当取引所が認める場合（同条

第２項第３号ｂの２及び同条第３項第５号ｂ

の２による場合を含む。） 

（４） 上場ＥＴＦの銘柄が規程第１１１２条

第１項第３号ｃの（ｂ）に該当するおそれが

あると当取引所が認める場合（規程第１１１

２条の２第３号ｄによる場合を含む。） 

（４） 上場ＥＴＦの銘柄が規程第１１１２条

第１項第３号ｃの（ｂ）に該当するおそれが

あると当取引所が認める場合 
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（５） 上場ＥＴＦの銘柄が規程第１１１２条

第１項第３号ｄに該当するおそれがあると当

取引所が認める場合（規程第１１１２条の２

第３号ｅによる場合を含む。） 

（５） 上場ＥＴＦの銘柄が規程第１１１２条

第１項第３号ｄに該当するおそれがあると当

取引所が認める場合 

（６）・（７） （略） （６）・（７） （略） 

（８） 上場ＥＴＦに係る管理会社（外国投資

証券に該当する外国ＥＴＦ及び当該外国ＥＴ

Ｆを受託有価証券とする外国ＥＴＦ信託受益

証券にあっては、外国投資法人）が、規程第

１１１２条第１項第３号ｇの（ａ）前段若し

くは同号ｇの（ｂ）前段に該当する場合（同

条第２項第３号ａ及び同条第３項第５号ａ並

びに規程第１１１２条の２第３号ｇによる場

合を含む。）又はこれらに該当すると認めら

れる相当の事由があると当取引所が認める場

合 

（８） 上場ＥＴＦに係る管理会社（外国投資

証券に該当する外国ＥＴＦ及び当該外国ＥＴ

Ｆを受託有価証券とする外国ＥＴＦ信託受益

証券にあっては、外国投資法人）が、規程第

１１１２条第１項第３号ｇの（ａ）前段若し

くは同号ｇの（ｂ）前段に該当する場合（同

条第２項第３号ａ及び同条第３項第５号ａに

よる場合を含む。）又はこれらに該当すると

認められる相当の事由があると当取引所が認

める場合 

（９） 上場ＥＴＦの銘柄が規程第１１１２条

第１項第３号ｈ（同条第２項第３号ａ及び同

条第３項第５号ａ並びに規程第１１１２条の

２第３号ｇによる場合を含む。）に該当する

おそれがあると当取引所が認める場合 

（９） 上場ＥＴＦの銘柄が規程第１１１２条

第１項第３号ｈ（同条第２項第３号ａ及び同

条第３項第５号ａによる場合を含む。）に該

当するおそれがあると当取引所が認める場合 

（９）の２ 上場ＥＴＦの銘柄が規程第１１１

２条第１項第３号ｉ（同条第２項第３号ａ及

び規程第１１１２条の２第３号ｇによる場合

を含む。）に該当するおそれがあると当取引

所が認める場合 

（９）の２ 上場ＥＴＦの銘柄が規程第１１１

２条第１項第３号ｉ（同条第２項第３号ａに

よる場合を含む。）に該当するおそれがある

と当取引所が認める場合 

（９）の３～（９）の５ （略） （９）の３～（９）の５ （略） 

（１０） 上場ＥＴＦの銘柄が規程第１１１２

条第１項第３号ｊ（規程第１１１２条の２第

３号ｇによる場合を含む。）に該当するおそ

れがあると当取引所が認める場合 

（１０） 上場ＥＴＦの銘柄が規程第１１１２

条第１項第３号ｊに該当するおそれがあると

当取引所が認める場合 

（１１）～（１３） （略） （１１）～（１３） （略） 

（１４） 上場ＥＴＦの銘柄が規程第１１１２

条第１項第３号ｋ（規程第１１１２条の２第

３号ｇによる場合を含む。）、規程第１１１

２条第２項第３号ｆ又は同条第３項第５号ｆ

（受益証券の不正発行の場合を除く。）に該

当するおそれがあると当取引所が認める場合 

（１４） 上場ＥＴＦの銘柄が規程第１１１２

条第１項第３号ｋ、同条第２項第３号ｆ又は

同条第３項第５号ｆ（受益証券の不正発行の

場合を除く。）に該当するおそれがあると当

取引所が認める場合 

（１５） （略） （１５） （略） 

（１６） 上場ＥＴＦの銘柄の年間平均純資産

総額が、規程第１１１２条の２第３号ｆ及び

第１１１３条の２第５項の規定に従い、１０

億円未満となった審査における基準日の次の

基準日の１か月前において、前年４月１日か

ら２月末日までの１１か月間における日々の

純資産総額の単純平均が１０億円以上となら

ないと当取引所が認める場合その他上場ＥＴ

（新設） 
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Ｆの銘柄が規程第１１１２条の２第３号ｆに

該当するおそれがあると当取引所が認める場

合 

（１７） 上場ＥＴＦの銘柄が規程第１１１２

条の２第３号ｈに該当するおそれがあると当

取引所が認める場合 

（新設） 

２ （略） ２ （略） 

３ 前２項の場合における監理銘柄への指定期間

は、次の各号に掲げる場合の区分に従い、当該

各号に定める時から当取引所が当該上場ＥＴＦ

を上場廃止するかどうかを認定した日までとす

る。 

３ 前２項の場合における監理銘柄への指定期間

は、次の各号に掲げる場合の区分に従い、当該

各号に定める時から当取引所が当該上場ＥＴＦ

を上場廃止するかどうかを認定した日までとす

る。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

（３） 第１項第３号の５及び第８号から第１

７号までのいずれかに該当する場合 

（３） 第１項第３号の５及び第８号から第１

５号までのいずれかに該当する場合 

当取引所が必要と認めた日 当取引所が必要と認めた日 

（４）～（６） （略） （４）～（６） （略） 

４ （略） ４ （略） 

  

（整理銘柄の指定の取扱い） （整理銘柄の指定の取扱い） 

第１１１６条 当取引所は、上場ＥＴＦが次の各

号のいずれかに該当する場合には、規程第１１

１６条の規定に基づき、当取引所が当該上場Ｅ

ＴＦの上場廃止を決定した日から上場廃止日の

前日までの間、当該上場ＥＴＦを整理銘柄に指

定することができる。 

第１１１６条 当取引所は、上場ＥＴＦが次の各

号のいずれかに該当する場合には、規程第１１

１６条の規定に基づき、当取引所が当該上場Ｅ

ＴＦの上場廃止を決定した日から上場廃止日の

前日までの間、当該上場ＥＴＦを整理銘柄に指

定することができる。 

（１）～（２）の２ （略） （１）～（２）の２ （略） 

（２）の３ 規程第１１１２条の２各号のいず

れかに該当する場合 

（新設） 

（３） （略） （３） （略） 

  

  

付  則  

この改正規定は、令和５年６月３０日から

施行する。 
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上場審査等に関するガイドラインの一部改正新旧対照表 

 

新 旧 

ⅩⅡ ＥＴＦの新規上場申請に係る審査 ⅩⅡ ＥＴＦの新規上場申請に係る審査 

  

（ＥＴＦの新規上場申請に係る上場審査） （ＥＴＦの新規上場申請に係る上場審査） 

１．規程第１１０４条第１項第２号ｄ及びｄの４

並びに規程第１１０４条の２第２号ｇ、第４号

及び第５号に定める事項についての審査は、こ

のⅩⅡに定めるところにより行う（規程第９４

５条第１項第３号ｂの規定による場合を除

く。）。 

１．規程第１１０４条第１項第２号ｄ及びｄの４

に定める事項についての審査は、このⅩⅡに定

めるところにより行う（規程第９４５条第１項

第３号ｂの規定による場合を除く。）。 

  

（信用リスク） （信用リスク） 

１０．規程第１１０４条第１項第２号ｄの４及び

規程第１１０４条の２第２号ｇに定める事項に

ついての審査は、次の（１）及び（２）に掲げ

る観点その他の観点から検討することにより行

う。 

１０．規程第１１０４条第１項第２号ｄの４に定

める事項についての審査は、次の（１）及び

（２）に掲げる観点その他の観点から検討する

ことにより行う。 

（１）・（２） （略） （１）・（２） （略） 

  

（開示の適正性）  

１１．規程第１１０４条の２第４号に定める事項

についての審査は、次の（１）及び（２）に掲

げる観点その他の観点から検討することにより

行う。 

（新設） 

（１） 新規上場申請書類のうち内国アクティ

ブ運用型ＥＴＦに関する情報の開示に係るも

のに、投資者の投資判断に重要な影響を及ぼ

す可能性のある事項が適切に記載されている

こと。 

（２） 新規上場申請銘柄に係る管理会社が、

投資信託財産等の運用等に重大な影響を与え

る事実等の情報を適時、適切に開示すること

ができる体制にあること。 

 

  

（投資信託財産等の運用等の健全性）  

１２．規程第１１０４条の２第５号に定める事項

についての審査は、次の（１）から（３）まで

に掲げる観点その他の観点から検討することに

より行う。 

（新設） 

（１） 新規上場申請銘柄に係る管理会社が投

資信託財産等の運用等にあたって、新規上場

申請銘柄の受益者の利益を害することがない

よう、適切な体制を整備していること。 
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（２） 新規上場申請銘柄に係る管理会社が投

資信託財産等の運用等を有効に行うため、そ

の内部管理体制が、相応に整備され、適切に

運用されている状況にあると認められるこ

と。 

（３） 新規上場申請銘柄に係る管理会社が投

資信託財産等の運用等にあたって、法令等を

遵守するための有効な体制が、適切に整備、

運用されている状況にあると認められるこ

と。 

  

（上場内国アクティブ運用型ＥＴＦに係る管理

会社に対する審査） 

 

１３．規程第１１０４条の２第４号及び第５号に

定める事項についての審査は、新規上場申請銘

柄に係る管理会社が、最近３年間（「最近」の

計算は、当該新規上場申請銘柄の上場申請日を

起算日としてさかのぼる。）に、他の内国アク

ティブ運用型ＥＴＦの上場承認を受けている場

合において、当取引所が、今回の新規上場申請

に係る提出書類等の内容を確認し、前回の上場

申請時以降、当該管理会社の運用体制の状況等

に大きな変化が見られないと認めるときには、

前回の上場申請と異なる点を中心に審査を行う

ことができるものとする。 

（新設） 

  

  

付  則  

この改正規定は、令和５年６月３０日から

施行する。 

 

  

 

 


